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まえ が き

2 0 0 0 年 7 月 1 日か ら 7 月 2 3 日 ま で ､ 約 3 週間 ､ ペ ナ ン 国及 び ト
ー ゴ 一 国 の プ

ロ ジ ェ ク ト ･ フ ァ イ ン デ イ ン グ調査 ( P / F) を 実施 し た ｡

ペ ナ ン 国及び ト
ー ゴ 一

国 の 訪 問は 今 回が 初 め て で あ っ た ｡

最初 に 訪問 し た国 は ペ ナ ン 国で ､
ペ ナ ン 国 は西 ア フ リ カ の ギ ニ ア 湾 に 面 し ､ 西

は ト ー ゴ ー

､ 東 は ナイ ジ ェ リ ア ､ 北 は ブ ル キ ナ ･ フ ァ ソ 及 び ニ ジ ェ
ー

ル の 4 ケ 国

に接 する ｡ 東西 8 0 k m ､ 南北 6 7 0 k m の 長方形で 国土 面積 は ､
1 1 2

, 6 2 2 k m
2
､ 人 口 約

4 8 5 万 人 ( 1 9 9 2 年) の う ち約 6 0 % が 農村部 に 居住 し ､ 農業 に 従事す る 農業国で あ

る ｡ 同 国に お い て 農業生 産は G D P の 4 4 % ､ 農業従事者 は 全体 の 7 5 % を占め ､ 農

業分野 は 同 国 の 最重要セ ク タ
ー

で あ る ｡ 主 な農産物 は 南部地 域 に お い て は ト ウ モ ロ

コ シ
､
キ ャ ッ サ バ

､ 米 ､ 北 部地 域 に お い て は ヤ ム イ モ ､ ト ウ モ ロ コ シ で あ る ｡ 国家

開発 計画 の 主 要な政 策 と して 食糧 の 自給 を 目指 し て い る が ､ 資金力 ､ 技術力 の 不足

の ため 計画 の 推進が困難 と な っ て い る ｡

水源と な る ウ エ メ 川 は 同国 の 3 大河川 の 1 つ で あり ､ 国土 を南北 に 縦 断し ギ ニ

ア 湾 に 注 ぐ大河 で あ り ､ 中流 及 び下 流 域 に は 肥 沃 な平原 が広 が っ て い る ｡ 同国政 府

は こ の 地域 に お い て ウ エ メ 川 の 豊富 な水資源 を利用 した 潅漑農業 開発 を計 画 し ､ 食

糧増産を 目 指 して い る ｡

こ の ため
､
ウ エ メ 川 中流 域 右岸 に お い て 米 の 増産を主 目 的 に し た既 耕 地 9 , 0 0 0 b a

の 農業開発を 行なう 計画 に つ い て P / F の 調査を 実施 した ｡ 次 に ､ 下 流 域 に は 肥 沃

な 平原が 広が っ て い る ｡ 同国政 府 は こ の 地域 に お い て ウ エ メ 川 の 豊富 な水資源 を利

用 し た潅漑農業開発 を計画 し ､ 食糧増産を 目 指 して い る ｡ こ の た め ､
ウ エ メ 川 下 流

右岸 に お い て 米 の 増 産を主 目 的 に し た既耕 地約 6 0 , 0 0 0 b a の 農業 開発 を行 なう 計画

に つ い て P / F 調査 を実施 した ｡ い ず れ の 計画 も ､ 極 め て 有望 な 計画 と 判断 し た ｡

次 に 訪問 し た ト ー ゴ 一

国 の 2 つ の プ ロ ジ ェ ク トは ､ 既 に 平成 9 年度 に実施 した

案件で あ る ｡ ト
ー ゴ 一

国 は 西 ア フ リ カ に位 置 し ､ 西 側を ガ
ー ナ 共和 国 ､ 東側 を ペ ナ

ン 共和国及 び北 側を ブ ル キ ナ
･ フ ァ ソ 国 の 3 ケ 国 に 囲 まれ ､ 南側 は ギ ニ ア 湾 に 面

し た南北 に 細長 い 国で ､ 国土 面 積 は 5 6 , 6 0 0 k m 2 を 有す る ｡ 地 形は 5 6 k m の 海岸線

を 有 し ､ そ こ か ら内 陸部 に 5 4 0 k m 人 り込 ん だ形 に な っ て い る ｡ 1 9 6 0 年の 独 立 以

来 ､ 農業は 同国経 済の 主要産業で あ り ､
人 口 約 4 1 3 万人 ( 1 9 9 5 年) の う ち約 7 0 %

が 農業 に 従事 し ､
G D P の 3 0 % 以 上を生 産 し て い る 農業国 で あ る が ､ 最 近 で は 米 の



消費 が増加傾向 に あ り ､ 高 い 人 口 圧力 ､ 不安定 な食糧生 産等 で 米 の 自給達成 が 困難

に な っ て い る ｡ こ う し た背景か ら 同国政 府 に と っ て 米 を増 産す る た め の 新 た な農業

開発 が 緊急課題 と な っ て い る ｡ モ ノ 川 地区 は ト
ー ゴ 一

国 の 首都 ロ メ 市 か ら 北東約

6 0 k m の 同国及 び ペ ナ ン 共和国 の 国境地 域 の モ ノ 川流 域 に 位置す る 平野 部で ､ 1 9 7 5

年 に朝鮮民 主主 義 人民共和国 の 援助 に よ っ て 8 0 0 b a の 潅漑計 画 の た め ポ ン プ場及

び幹線用水路が 建設 さ れ た ｡ しか し な が ら ､ 既存潅漑施設の 老朽化 及 び維持管理 不

足 の た め ､ こ れ ら施設 は ほ と ん ど利用 さ れず農民 は天水 に 頼 っ て い る ｡ し たが っ て ､

本計画 は 潅漑施 設の 整備 と 7 2 0 b a の 新規水田 開発 を行 なう こ と に よ り ､ 米 の 増産 ､

雇用 機 会の 創設 を図 り ､ 同国農業の 発展 と地 域 の 活性 化 に寄 与す る こ と を 目的と し

て い る ｡

ズイ オ 川 地 区は ト
ー ゴ 一

国 の 首都 ロ メ 市 か ら北 北 西 に 約 2 5 k m の 同 国南部 の ズ

イ オ 川 流域 に位 置す る 平野 部で ､ 1 9 9 7 年 に 中華人民 共和 国の 援助 に よ っ て 頭取工

が 建設 さ れ た ｡ 現在 ､
こ の 頭取工 か ら 幹線用 水路 に て ミ ッ シ ョ ン ･ ト ウ ー ベ 地 区 の

約 3 6 0 b a の 水 田 に 2 期作潅漑を 実施 して い る ｡ しか しな が ら ､ 既存 潅漑施設 の 老

朽化が 著 し い た め ､
こ れ ら施設 の リ ハ ビリ 及び 二 次水 路及 び排水路 の 建 設 に よ り

6 6 0 b a の 水 田 を新規 に 計画 し ､ 米 の 増産 ､ 雇用機会 の 創設を 図 り ､ 同国 農業 の 安

定と 地域 の 活性 化を 図 る も の で あ る ｡

以 上
､ 今回 2 ケ 国 4 プ ロ ジ ェ ク ト に つ い て P / F 調査を 実施 した が ､ 今 回 の P

/ F 調査 に あ た っ て ､ 御指導 ､ 御協力 を頂 い た 在象牙海岸 共和 国日本 国 大使 館 ､

JI C A コ
ー ト ジ ボ ワ ー ル 事務所 ､

ペ ナ ン 国政 府関係機 関 ､
ト ー ゴ 一

国政 府 関係機関 ､

住友 ( 商) ア ビ ジ ャ ン 事務所並び に 調査 に あ た っ て ､ 御協力 ､ 御指導 を頂 い た方 々

に 対 し ､ 深甚 な る 謝意を 表す る 次第 で す ｡

2 0 0 0 年 8 月

ペ ナ ン 国 ､ ト ー ゴ 一 国

農業 ･ 農村総合開発計画

P / F 調査 団長

金 津 昭 治
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ペ ナ ン 国 ( グ ッ サ 地区)

斗

① ペ ナン 国

ダ フ サ 地区内の ア ー ス ダム

( E = 4 .1 0 m ､ L = 3 1 5 m )

貯水量 4 8 0 カ0 0 皿 3 ､ 1 0 6 b a

の 農地を潅漑して い る ｡

② ウ エ メ 川 に かかる橋梁

(S A V E -

G I A Z O U 間)

③ ウ エ メ 川中流の 状況

農業の 他に 漁業も営ん で

い る ｡



ペ ナ ン 国 ( ウ エ メ 川下 流 地 区)

④ 既存の 取入 口

極め て シ ン プ ル な施設で

ある ｡

⑤ 港漑水路

一応は機能して い る ｡

(む 水田 の 育成状況
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⑦ ト ゴ ー

国農業開発

大臣に表敬

⑧ ズイオ川頭取工

現 在の 潅漑地域 は こ の 頭取

工 から
､ 潅漑用水を取水して

い る ｡

(釘 幹線用水路

比較的よく管理されて い る ｡



ト ー ゴ 一

国 ( モ ノ 川地区)
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⑬ モ ノ 川頭取工地点

対岸は ペ ナン 国

⑪ ア ゴ メ ･ ク ロ ゾウ地区

水田 は天水に頼 っ て い る ｡

⑳ 1 9 7 5 年 に完成したポ ン プ場

現在は機能 して い ない ｡
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Ⅰ.
ペ ナ ン共和国の

一

般事情

Ⅰ-

1 概 要

( 1) 面 積 : 1 1 2 , 6 2 2 k m 2 ( 日本の 約 3 分の 1)

(2) 人 口 : 5 7 9 万人 (1 9 9 7 年)

(3) 首 都 : ボ ル ト ･ ノ ボ ( P o r t e N o v o)

(4) 民 族 : フ ォ ン族､
ヨ ル バ 族 ( 南部) ､ ア ジ ヤ族 ( モ ノ ､ ク フ ォ 川流域) ､

バ

リ タ族､ プ ー ル 族 (北 部) ､ ソ ン バ 族 ( ア タ コ ラ山地 ､ ト
ー ゴ 一

間)

等 4 6 部族

(5) 言 語 : フ ラ ン ス 語 (公用語)

(6) 宗 教 : 伝統的宗教 (6 5 % ) ､ キリ ス ト教 (2 0 % ) ､ 回教 ( 1 5 % ) ( 1 9 9 7 年)

(7) 地理 ･ 気候風土

ペ ナ ン共和国 ( R e p u bli c o f B e n i n) は ､ 西 ア フリ カ の ギ ニ ア湾に面し､ 西 は ト
ー

ゴ ー

､ 束はナイ ジ ェ リ ア ､ 北 は ブ ル キナ ･ フ ァ ソ
､ 及び ニ ジ ェ

ー ル に国境を接す

る ｡ 東西 8 0k m ､ 南北 6 7 0 k m の 長方形で 国土面積は 1 1 2 , 6 2 2 k m
2 ( 日本の 0 .3 倍)

である ｡ 人口 は 5 . 4 百万 人 ( 1 9 9 5 年) である ｡

南北 に細長い 国土で あるため ､ 北 西部の ア タ コ ラ山地 ( 海抜 7 5 0 m ) を除けば平

地で あるも の の ､ 自然は南北で 大きく変化する ｡ ギ ニ ア湾に面 した南部は ､ 高温

多湿の 赤道型気候で ､ 人口 の 3 分の 2 が集中して い る ｡ 1 年を通 じ､ 長短 2 回 の

雨季､ 乾季があり ､ 年間降水量 は 7 0 0 m で ､ 気温 は 2 0 ､ 3 4 ℃で あ る ｡ 海岸地帯 に

は ､ マ ン グ ロ
ー

ブ林の 茂る ラ グ ー ン ( 潟) が発達して おり ､ 隣国ナイ ジ ェ リ ア の

ラ ゴ ス ヘ の水路と もな っ て い る ｡ 気候は北 部に向かうほ ど乾燥が進み ､ 北部は雨

季と乾季が それぞれ年 1 回 の 典型的なサ バ ン ナ型で あ る ｡ 年間降水量 は 4 0 0
～

8 0 0 m m ､ 気温は 8
～

4 2 ℃ と ､ 季節 ､
昼夜の 変化が激しく､ 1 2

､

3 月に は北方の サ

ハ ラ砂漠から ､ 乾燥 した熱風 ハ ル マ ッ タ ンが吹く｡

水系は ､ 北西部の 高原を境 に ､ 北の ニ ジ ェ
ー ル 川水系と ､ 国土を南北 に貫流 しギ

ニ ア湾に注ぐウ エ メ 川水系に 2 分される ｡ ウ エ メ 川中下流域には農耕可能な湿地

帯が形成され る ｡

南部で は ､ キ ャ ッ サ バ ､
とうも ろ こ しを中 ･ 北 部で は稲 ､ ヤム イモ ､ 落花生 を主

要作物と して 栽培 して い る ｡

-

1
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表1 コ トノ ー

の 年間気温 ･ 降水量

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2

平均気温 2 7 .1 2 7 . 9 2 8 .4 2 8 .0 2 7 .2 2 6 , 0 2 5 .2 2 5 . 1 2 5 .9 2 6 .2 2 7 . 3 2 7 .4

降 水 量 3 6 5 1 1 0 4 1 3 4 2 0 1 3 3 8 1 2 0 2 2 8 2 1 6 4 6 8 1 9

出所 : ｢ 世界各国要覧+

また
､ 南部で はア ブ ラヤ シ ､

コ コ ヤ シが貴重な輸出作物とな っ て い る ｡

ト2 略 史

こ の 地域 へ の ヨ ー

ロ ッ パ 人の 渡来は 1 5 世紀頃に始まる ｡ 既 に バリ バ ､
ヨ ル バ

､
フ ォ

ン等各部族に より小王国が形成されて おり ､ 奴隷 ､
こ しょ う､ 象牙等と銃火器との 交

易が行なわれる ように な っ た｡ 1 7 世紀に入 る と ､
ポ ル トガ ル ､ イ ギリ ス ､ フ ラ ン ス の

3 国が ボル ト
･ ノ ボ ､ ウ イ ダ

ー

等 ペ ナ ン からナイ ジ ェ リ ア にかけて の ギ ニ ア湾沿岸 に

奴隷基地 を建設 し
､ 大量 の 黒人を ア メ リカ 大陸へ 積み 出した｡

当時 フ ォ ン族 によ っ て ア ポメ
ー を中心 に形成された ダホ メ ー 王 国は ､ 海岸部の ア ラ

ー

ダ ( 1 7 2 4 年) ､
ウ イ ダ ー

( 1 7 2 9 年) を滅ぼ し､ 奴隷貿易港の 支配権を掌握 し､ 繁栄

した｡ 1 9 世紀 に奴隷貿易が衰退した後は ､ 1 8 5 1 年に フ ラ ンス と条約を結び､
パ ー

ム

油の 生産 ･ 輸出 によ り栄えた｡ ゲ ゾ王 ( 1 8 1 8 ～ 5 8 年在位) の 下 ､ 強力 な中央集権的

政治国家が形成され たが ､
1 9 8 4 年フ ラ ン ス 軍から の 介入 によ りフ ラ ン ス 領ダ ホ メ

ー と

して植民地化され た｡ 1 9 0 4 年には セネガ ル の ダ カ ー ル に総督府を置く ､ フ ラ ン ス 領西

ア フリ カ に編入され た｡

その 後に つ い て ､ 年表にまとめ た｡

1 9 4 6 年 フ ラ ンス の 海外領土となる｡

1 9 5 8 年 フ ラ ンス 共同体の 自治共和国と な る｡

1 9 6 0 年 ダオメ
ー

共和国と して 独立､ 憲法公布､
マ ガ大紋領選出｡

1 9 6 3 年 軍事ク ー デ タ ー

､ 新憲法採択 ｡
ア ピテ ィ 大統領 ､

ア ホ マ デ グベ 首相 ､ 選出 ｡

1 9 6 5 年 軍事ク ー デ タ
ー

､
ソ グ ロ 将軍 ､ 軍人と技術者 の協力政府樹立｡

1 9 6 7 年 軍事ク
ー

デタ
ー

､
ア レイ中佐､ 大株領就任｡

1 9 6 8 年 新憲法採択 ｡
大統領選 ､

7 4 % の棄権で不成立 ｡
ザ ン ス 一 大統領､ 国民投票 により就任｡

1 9 6 9 年 軍事ク
ー

デタ
ー

､
ド ･ ヌ ー ザ中佐が暫定軍政府首班となる ｡

暫定憲法採択 ｡

1 9 7 0 年 マ ガ氏 ､
ア ピテ ィ 元大統領､

マ ホ マ デ グ ベ 元首相の 3 人が輪番式に大紋領 に
なる こ とを決定｡

ー

2
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1 9 7 2 年 ク
ー

デタ
一

計画発覚｡
5 月 ､

マ ホ マ デ グベ 大統領就任 ｡

軍事ク
ー

デク
ー

により ､
マ テ ユ

ー ･

ケ レ ク少佐､ 大紋領に就任｡

1 9 7 3 年 軍事革命評議会設立 ｡

1 9 7 4 年 ケ レク大統領､
ダオ メ

ー の 進路 は ｢ マ ル クス ･ レ ー ニ ン 理論に基づく社会主

義で ある+ と宣言｡
産業国家管理体制を発表｡

1 9 7 5 年 国名を ｢ ペ ナ ン 人民共和国+ に変更｡
P R P B 設立 ｡
ケ レク大統領､

P R P B 中央委員会議長に就任｡

1 9 7 7 年 外国人傭兵を中心と したク
ー デタ ー 未遂｡

基本法 (憲法) 採択｡

1 9 7 9 年 A N R 人民委員選挙 (民政移管を果たす) ｡

1 9 8 0 年 A N R ､ ケ レク大紋領を選出 ｡
C E N メ ン バ

ー

発表｡

1 9 8 3 年 新 5 カ 年計画制定 ( 1 9 8 3 ～ 8 7 年) ｡

1 9 8 4 年 A N R ､ ケ レク 大統領再選 (任期 5 年) ｡

1 9 8 9 年 A N R ､ ケ レク大統領 3 選 (任期 5 年) ｡

マ ル ス ク ･ レ
ー ニ ン主義の 放棄､ 憲法改正な どを発表｡

1 9 9 0 年 国民議会開催 ､ ニ セ フ ォ
ー ル ･ ソ グ ロ 氏を首相 に選任｡

憲法改正 案が国民投票で 承認され る ｡

国名を ｢ ペ ナ ン 共和国+ に変更｡

1 9 9 1 年 総選挙､ 大統領選挙実施､
ソ ロ グ氏大統領に就任｡

首相職が廃止され る｡

1 9 9 2 年 与党連合 ｢ 革新+ が R N D を中心に結成 される ｡
8 月 ､ ナ テテ ン グで 軍の反乱が起きる ｡

1 9 9 3 年 フ ェ リ オ国防大臣就任 ｡

1 9 9 6 年 ケ レク大紋領再選､ ウ ン ベ ジ首相新内閣発足 ｡

1 9 9 8 年 ウ ン ベ ジ首相就任､ ケ レク大統領新内閣発表｡

1 9 9 9 年 国民議会選挙｡

Ⅰ
-

3 内 牧

( 1) 政 体 : 共和制

(2) 元 首 : マ テ ユ
ー

･ ケ レク 大紋領 ( M a t b i e u E 占r 蝕 o u)

(任期 5 年､ 次回選挙は 2 0 0 1 年 3 月)

(3) 議 会 : 国民議会 ( 8 3 議席､ 任期 4 年 ､ 次回選挙は 2 0 0 3 年 3 月)

(4) 政 府 : ( イ) 首相 な し

( ロ) 外相 ア ン トワヌ ･ イジ ･ コ ラ フ オ レ外務協力大臣

( A n t oi n e 叫i I( 0 1 a w ol占)

ー
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(5) 内 政 :

独立以来､ 軍事ク ー

デ タ
ー が頻発｡ 1 9 7 2 年に就任したケ レ ク 大統領は ､ 1 9 7 4 年

マ ル ク ス ･ レ
ー ニ ン 主義に基づく社会主義を国是とする こ とを宣言｡ 以後穏健で

現実的な政策に より安定を維持するが ､ 経済状況 の 悪化及び 1 98 9 年の 東欧 の 激

動をうけマ ル ク ス ･ レ
ー

ニ ン 主義を放棄｡ 9 0 年 3 月 に は ､
7 7 年共和国基本法を

停止し､ 元世銀理事 の ソ グ ロ を新首相に選出｡ 複数政党制導入 ､ 議院内閣制に基

づく新憲法制定に乗り出 し､ 9 0 年 1 2 月の 憲法改正国民投票で 承認される ｡ 9 1 年

3 月 に ソ グロ が大統領に選出され民主化が本格的に なり ､ 9 3 年 6 月最高裁判所 ､

9 4 年 5 月社会経済評議会､
7 月 に は報道監視委員会が設置され ､ 民主的国家機構

の 整備が完了｡ 9 6 年 3 月 に実施された大統領選挙 にお い て 返り咲 い た ケ レ ク 大

統領は ､ 民 主化と経済構造調整を引き続き推進｡ 9 9 年 3 月 に行なわれた国民議

会選挙で は ､
ケ レ ク大統領支持派は議席数の 過半数を割り ､ ソ グロ 前大統領率 い

る ペ ナ ン再生党が第
一

党とな っ た｡

Ⅰ
-

4 外 交

生重畳杢互生

従来よ り社会主義国として東側諸国と緊密な関係 にあ っ たが ､
1 9 8 9 年に マ ル ク ス ･

レ
ー

ニ ン主義の 放棄を発表｡ 近年の ア フ リ カ にお ける民主化と自由化の 流れを受けて ､

先進諸国との 関係強化を進め て い る ｡ 国交の なか っ た韓国との 経済関係は急速 に進展

し､ 9 0 年 9 月国交を樹立 ｡ また ､ タ イ ､
モ ロ ッ コ と関係強化 ｡ 9 4 年に シ ン ガ ポ

ー ル
､

ブ ル ネイ ､ イ ン ドネ シア
､
9 5 年 1 月に マ レ

ー シ アとそれぞれ外交関係を樹立 して い る ｡

さらに ､ E C O W A S ､ 協商理事会を通 じた地域協力の 強化を推進して い る ｡

Ⅰ
-

5 経 済

(1) 主要産業 : 農業 ( 綿花､
パ ー ム オイル) ､ サ ー ビ ス 業 ( 港商業)

(2) G N P : 2
,
2 2 7 百万 ドル ( 1 9 9 7 年)

(3) 1 人当 たり G N P : 3 8 0 ドル ( 1 9 9 7 年)

(4) 経済成長率 : 1 .9 % ( 1 9 9 0 ～ 1 9 9 6 年)

(5) 物価上昇率 : 2 . 9 % ( 1 9 8 5 ～ 1 9 9 5 年)

(6) 総貿易額 ( 1 9 9 7 年)

( イ) 輸出 4 4 3 百万 ドル

( ロ) 輸入 5 2 0 百万 ドル

･ 4 -



(7) 主要貿易品目 ( 1 9 9 5 年) :

( イ) 綿花､ 実綿､ 採油用種子

( ロ) 輸入化学製品､ 小麦の 加工品､ 燃料

(8) 主要貿易相手国 ( 1 9 9 5 年) :

( イ) 輸出ブ ラ ジル ､ ポル トガ ル ､ モ ロ ッ コ ､ リ ビ ア

( ロ) 仏 ､ 中国 ､ タイ

(9) 通 貨 : C F A フ ラ ン

( 1 0) 為替レ
ー

ト : 1 0 0 C F A フ ラ ン = 1 仏フ ラ ン (1 9 9 4 年 1 月 1 2 日以 降)

( 1 1) 経済概況

G N P の 3 4 % ( 1 9 9 5 年) を農業が占め て おり ､ 食糧の 供給は
一

応安定して い る ｡

貿易部門が G D P の 6 4 % (1 9 9 5 年) と重要な位置を占め て い るが ､ こ れは国際港

と して の コ トヌ
ー

港の 役割を負うとこ ろか大きい ｡

1 9 8 9 年 6 月に は ､ 貿易赤字､ 累積債務等の 増大によ り 8 0 年代に破綻した財政状

況を立 て 直すため ､ 世銀
･ I M F の 支援を受け て第

一 次構造調整計画を策定( 同計

画は ､ 1) 銀行 シス テ ム の 再編 ､ 2) 財政改革､ 3) 公企業改革､ 4) 農業改革を内

容とする もの ｡ 8 9 年 7 月
～

9 2 年 6 月 の 3 カ 年計画 で実施) ｡ 9 1 年には ､ 9 2 年

から 9 5 年に わたる第二次構造調整計画を実施 し､
9 6 年 2 月よ り第三次構造調整

計画を発効｡ 同国の 経済改革努力国対する援助国 ･ 機関の 評価は非常に高い ｡ 9 6

年における実質経済成長率は 5 . 5 % ､ 財政赤字は 9 7 年度予算で 8 3 , 1 7 2 百万 C F A

フ ラ ン (前年度比 3 4 . 1 % 増) ｡

ト6 経済協力

( 1) 我が国の 援助実績

( イ) 有償資金協力 ( 9 8 年度まで ､
E N ベ

ー ス)

( ロ) 無償資金協力 ( 9 8 年度まで ､
E N ベ

ー ス)

( ハ) 技術協力実績 ( 9 8 年度まで ､
JI C A ベ

ー ス)

(2) 主要援助国 ( 1 9 9 5 年)

①仏 ､ ②米､ ③独､ ④デ ン マ
ー

ク ､ ⑤日本

･

5
-

3 7 . 6 2 億円

1 9 6 .6 7 億円

1 2 .0 7 億円
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Ⅱ .

ペ ナ ン共和国の 農業事情

Ⅱ
-

1 農業の現状

G N P の 3 4 % ( 1 9 9 5 年現在) を農業が占め てお り､ 食糧の 供給は
一

応安定して い る ｡

国土 の 1 6 . 5 % ( 4 8 8 万 b a) が耕地面積で ､ 食用作物は おおむね自給可能である ｡ 主要

な農産物は とうも ろ こ し､
あわ ､

ひ え
､ 米､ キ ャ ッ サ バ ､ や ま い も ､ 豆類で あり ､ 輸

出作物と して は ､
パ ー ム

､ 実綿 ､ 落花生
､
コ

ー ヒ ー

､
タ バ コ 等で ある｡

]
･

2 米作の 現状

ペ ナ ン の 農産物の うち ､ 米作は特別な位置を占め て い る ｡ 1 9 6 0 年以来､ 米の 消費量 に

応じて米の 生産量 は急速に伸びてきた ｡

1 9 6 0
～

1 9 6 9 年

1 9 7 0 ～ 1 9 7 4 年

1 9 7 5
～

1 9 7 9 年

1 9 8 0 ～ 1 9 8 4 年

1 9 9 0 ～ 1 99 4 年

1 9 9 6 年

8 3 0 トン

3
,
6 5 0 トン

7 , 7 3 0 ト ン

4
,
0 0 0 トン

5 , 0 0 0 トン

9
,
0 0 0 ト ン

ペ ナ ン 政府は､ 特に水田潅漑に力を入れた ｡

1 9 6 0 ～ 1 9 7 1 年 1 ,5 0 0 b a

1 9 6 8 ～ 1 9 7 2 年 1
,
2 0 0 b a

の水田潅漑事業を完成 した｡

ペ ナン 共和国の水田藩漑の適地と して は､
モ ノ 川流域 ( 2 7 , 5 0 0 b a) ､ ウ エ メ 川下流域

( 6 0 , 0 0 0 b a) ､
ウ エ メ 川中流域 ( 1 0 , 0 0 0 h a) ､

ニ ジ ェ ー ル 川流域 ( 3 0 , 0 0 0 b a) があ

る ｡

一

方､ 米の 消費量は 農村部で は 1 人当たり 6
～

2 0 k g ､ 都市部で は 1 0
～ 3 0 k g ､ 全 国平

均で は 1 人当たり 1 2 k g であ る ｡ したが っ て ､ 全人口 に対して は 6 0 , 0 0 0 ト ン の 米が必

要で あり ､ 約 5 0 , 0 0 0 ト ン程度の 禾を海外から輸入 して い る ｡

主な輸入先は ､
タイ

､
パ キ ス タ ン ､ ヴ イ エ トナム ､ 中国､ イ ン ドネ シアで ある ｡

ー 6 -



Ⅱ-3 農業及び農村の 現状とそれをとりまく諸条件

ペ ナ ン の農業政策は ､ 常 に失敗を繰り返 してきた｡ それ は伝続的小農民を犠牲に して

農業の 国有化を因 っ てきた政 治体制にあ っ たも の と考えられる ｡

こ の ため ､ 農業生産性を高め る ため に は ､ 農産物の多様化､ 農村か ら都市 へ の 移住の

防止､ 健康な環境 づくり ､ 土地水資源の 低下 へ の 防止､ 開発 へ の 婦人 の 参加等が考え

られ る ｡ 次の ような問題 点があげられ る ｡

1) 不適切 な融資制度と農業イ ン フ ラ施設の 不足

2) 不適切 な水供給シス テム 及び必要な投資の不 足 ( 種子､ 肥料 ､ 農薬)

3) 熟練した人材の 不足

4) 不適切 なイ ン フ ラ ス トラク チ ャ (輸送､ 市場､ 資機材 ､ 潅漑､ 排水､ 農道､ 加工

施設な ど)

5) 低生産性の 生産シ ス テム

6) 不適切 な農地 の 借入 シス テ ム

7) 低生産性の 農地 ( 低い 肥沃度､ 土壌)

8) 天水に依存する農業

ペ ナ ン国政府は ､ 上記の ような問題点を抱 えて い るが ､ こ の 間題を解決する ため に は ､

次の こ とを考えて い る ｡

1) 適切 な農業イ ン フ ラ ･ シ ス テ ム の確立

2) 適切 な研究及 び普及 によ っ て ､ 技術の 改良及 び普及 シ ス テム の確立

3) 農民の 私有農業を確立する ため ､ 適切な制度､ 社会経済イ ン フ ラ ､ 法体系 の確立

4) 財政 ､ 金融シ ス テ ム の 確立

5) 熟練した人材の 開発

6) 農地改革と農民参加 へ の 適切な組織の 確立

稲作の 反収は若干増加して い る が ､ 作付面積は着実に増加しており ､
生産量も増加し

て い る ｡ しかし ､ 人口増加率が高い ため 米の 自給率は依然として 1 5 % 台に停滞して い

る ｡

米の 増産を規制して い る最大の 要因は水で ､ 1 年が乾季と雨季に分かれて ､ 乾季の 6 ケ

月間は 降雨量 が極め て 少なく ､ 水利施設も整備され て い な い ため ､ 米の 生産量は雨 の

影響を大きく受けて い る ｡ 気温 や 日照 は年間稲作が可能な条件で あるが ､ 乾季は水不

足で稲作が行なわれず､ 雨季の 稲作は低地で は洪水や 浸冠水 によ り被害を受け る ｡ さ

･

7
･



ら に ､ 稲作の 約 5 0 % は陸稲で ある ため ､ 降雨 の 状態に よ っ て字書を受け易く ､ 地力も

痩薄で 反収は b a 当たり籾 1 ト ン程度で ある ｡ 海岸や 内陸の 低湿地 の 稲作は畑作稲よ

りは安定して い る が ､ 塩 害､ 鉄過剰害 ､ 排水不良､ 微量 要素欠乏等の ため に高収は望

めず､ 稲作全体の 平均反収で み ても b a 当たり籾 1 トン 程度の 範囲にと どま っ て い る ｡

ペ ナ ン は米の 依存度が高 い の で ､ 我が国と して も こ の 分野で の 協力は必 要である ｡

･

8
･



Ⅲ . グッ サ地区農業総合開発計画
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Ⅲ . ダ ッ サ地区農業総合開発計画

Ⅲ
-

1 背 景

ペ ナ ン 共和国は西 ア フ リ カ の ギ ニ ア湾に面 し ､ 西 は ト
ー ゴ ー

､ 東は ナイジ ェ リ ア ､ 北

は ブ ル キナ ･ フ ァ ソ 及び ニ ジ ェ
ー ル の 4 ケ 国に接する ｡ 東西 8 0 k m ､ 南北 6 7 0 k m の 長

方形で 国土 面積 は 11 2 , 6 2 2 k m
2
､ 人口 約 5 7 9 万人 ( 1 9 9 7 年) の うち約 6 0 % が農村部

に居住し､ 農業 に従事する農業国である ｡ 同国にお い て 農業生産は G N P の 3 4 % ､ 農

業従事者は全体 の 7 5 % を占め ､ 農業分野は同国の 最重要セ ク タ
ー

である ｡ 主な農産物

は南部地域にお い て は トウ モ ロ コ シ ､ キ ャ ッ サ バ ､ 米､ 北部地域にお い て はヤ ム イ モ ､

トウ モ ロ コ シで ある ｡

国家開発計画の 主要な政策と して ､ ①農村の 生活水準向上 ､ (参農業生 産性上 昇と多角

化によ る輸出収入増大､ ③農村開発で の政府役割の 縮小 ､ ④貧困撲滅と食糧確保を目

標に揚げ食糧の 自給を目指して い るが ､ 資金力 ､ 技術力の 不足の ため計画の 推進が困

難とな っ て い る ｡ 水源とな る ウ エ メ 川は同国の 3 大河川 の 1 つ であり､ 国土 を南北 に

縦断しギ ニ ア湾に次ぐ大河で あり ､ 下流域に は肥沃な平原が広が っ て い る ｡ 同国政 府

は こ の 地域にお い て ウ エ メ 川 の 豊富な水資源を利用 した潅漑農業開発を計画し､ 食糧

増産を目指して い る ｡

こ の ため
､
ウ エ メ 川中流域右岸におい て米の 増産を主目的に した既耕地 9 , 0 0 0 b a の 農

業開発を行なう計画は極め て重要で ある ｡

Ⅲ
-

2 計画の概要

Ⅲ
-

2
-

1 計画地域 の 概況

計画地域は ､ 首都ポル トノ ボ市の 北東 2 0 0 k m に位置する ダ ッ サ地 区( D a s s a) 9 ,0 0 0h a

であ る ｡

これら の 地区は ､ 稲作の 他に食用作物の 栽培も行なわれて い る ｡ 稲はi屋地帯や 降雨 に

ょり堪水す る平原部で 栽培されて い る ｡ 地形 ､ 土塊からみ て浸水平原で の 天水稲と ､

小さな ア ー ス ダム を水源として 潅漑によ る稲作がある ｡ 雨期 には湛水が激しく水管理

が困難な こ と ､ カ ニ ､ 鳥類等 の 害の ある こ と ､ 生産物の 出荷等が問題 として挙げられ

る ｡ 既耕地 の拡張は可能である が ､ 潅漑排水 ､ 洪水防止 の 問題を解決し､ 同時に道路

の 改善を行なう必要があ る ｡

･

1 0
･



Ⅲ
-

2
-

2 計画調査の 基本的な考え方

こ の ため ､ ペ ナ ン 国経済の 中で 農業 ･ 農村開発 は最も重要な村策であ る ｡ こ の ため ､

現在の 農業農村総合開発の 問題点を整理 し､ 将来に向けた対策を考え る場合､ 農業全

般 にわたる マ ス タ
ー プラ ン を策定する こ とは極め て 緊急の 課題であ る ｡ そ の 対策と し

て は 次の こ とが考えられる ｡

1) 潅漑排水施設の 更新及び新設 ､ 洪水防止施設､ 潅漑排水シ ス テ ム の 合理 化､ 水管

理組合の構築

2) 合理的な土地利用計画の 策定

3) 農業市場 シス テ ム の 構築

4) 小規模私有農家に適する小型の 農業機械 に対応す る農業機械化体系の 構築

5) 農業支援 シス テ ム の 再構築

6) 小規模私有農家に対する農業資金 シス テム の 改善

7) 農業研究組織 の 再構築

(1) 目 的

こ の 調査 の 目的は次 の ように考えられ る ｡

1) こ の 地域におけ る持続可能な農産物の 生産強化の ため の 総合的な農業農村総

合開発計画の 基本的な開発計画を策定し ､
ペ ナ ン国側と協力 して ､ 開発計画

の 中 に含まれ る種々 の プ ロ ジ ェ ク トの 優先順 位付 けを行な い ､ 最優先 プロ

ジ ェ ク トの 中から パ イ ロ ッ トプロ ジ ェ ク トを選定する ｡

2) 選定された優先プロ ジ ェ ク トにつ い て ､
フ ィ

ー ジ ビリ テ ィ レ ベ ル の 調査を実

施し､ 技術的､ 経済的､ 財務的可能性を明らかに し､ すべ て の 点で 良好な も

の を パ イ ロ ッ トプロ ジ ェ ク トとす る ｡

3) 調査の 過程にお い て ､
カ ウ ン タ ー パ ー

トに対し､ 技術移転を行なう ｡

(2) 調査の 対象地域

ダッ サ 及 びグ ラ ゾ 一

県約 9 ,0 0 0 b a を対象とする ｡

(3) マ ス タ ー プラ ン 調査

調査 は P b a s e I 及び P b a s e Ⅲ からな る ｡

･
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･



1) マ ス タ
ー プラ ン調査 ( P b a s e I )

こ の 調査は調査地域の 現況及び この 地域の 開発を阻害して い る問題に 対し ､

ペ ナ ン国農村開発省及び関係省庁と協力 して持続可能な具体的な村策を作成

し
､ 農業農村開発の マ ス タ

ー プラ ンを策定する ｡ マ ス タ
ー プラ ン の 中の 個々

の プロ ジ ェ ク ト の 優先順位付けを行な い ､ 優先プロ ジ ェ ク トの 中か らパ イ

ロ ッ トプロ ジ ェ ク トを選定する ｡

こ の ため に ､ デ
ー

タ ､ 情報をで きるだけ収集し､ 分析を行なうと共に ､ 既存

の 開発計画を レビ ュ
ー し､ 問題点の解析及びその 対策を作成する ｡ その 際 ､

地域的条件別及び小セ ク タ
ー

別 ( 営農､ 畜産､ 普及､ 加工処理 ､ マ
ー ケ ッ ト､

農業研究組織､ 農民組織､ 潅漑排水､ 洪水防止 ､ 農道 ､ 給水な ど) に問題点

を整理 ､ 分析を行ない ､ 持続可能な具体的な プロ ジ ェ ク トを策定する ｡ 優先

順位付けの 基準はで きる だけ客観的に設定する ｡ 速効性 ､ 効果的で あり､

ペ

ナ ン国全土 の モ デ ル になりう るもの から選ぶ こ とが必要である ｡

2) フ ィ ー ジ ビリ テ ィ 調査 ( P h a s e Ⅲ)

1) の 手順 をふ ん で選定された パ イ ロ ッ トプロ ジ ェ ク トに対し ､
フ ィ

ー ジビリ

テイ ･ レ ベ ル の 調査を実施する ｡ こ の 調査中 ､ 併行して 次の ような試験施設

を設置する ｡ こ の 試験施設を設置する こ とに より ､ 具体的な施設を見せ る こ

と によ り ､ ペ ナ ン 国政府職員及 び関係農民を啓蒙する こと に も役立 つ こと と

なる ｡

● ふ ん尿を燃料として利用する試験施設､ 太陽エ ネ ル ギ
ー を利用 して ポ ン

プ､ 農産物処理 ､ 加工 な どの ため の 試験施設

( 詳細は付属資料の T e r m s of R e 鮎r e n c e 丘) r tb e M a s t e r P l a n S t u d y 払 r

I n t e g r a t e d A g ri c u lt u r a l a n d R u r al D e v e l o p m e n t P r oj e c t i n D a s s a R e gi o n

を参照 されたい ｡ )

-

1 2 ･



ト J

∽

W O R K l 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9 2 0

P 甘A S E I

W o rk i n B e ni n

W o rk i n J a p a n

P lI A S E II

W o rk i n B e rli rl

W o r k i n J a p a n ll

R E P O R T S

I n c e p ti o n R e p o rt

P r o g r e s s
-I R e p o rt

I nt e ri m R e p o rt

P r o g r e s s
-ⅠI R e p o rt

D r a允 F i n al R e p o rt

F i n al R e p o rt

△

▲

△

▲

△

△

I■■ w o rk i n B e ni n [: コ w o rk i n J a p a n

Fig . 1
- 2 T e n t ativ e S t u d y S c b e d ule



y

J

､
-

仙

､

､

咋

!く

ヱ

..

ノ
′

卦
･

〓
l

一9
>

○

ニ
ー
♪

4

ェ

¢

｢
‾ ‾ ‾

8
U 争
ぃ≠
ト

も

㌔
ヽ
●

.

さ モ 已 ク

卜

l
●

､ _ _.+ .

さ和
一

N ▲魚諾ミ
ギ

…

/
タ

A T
l l

∫ l

≠

-
1 ■

I
∫

甘

∬

札

ヤ
山

一
仙

＼

ル

れ

斗
勺

一 l

■ ゝ

Iヽ
上

○▲一三Il ▲ . 一

畑▲V
■

一
亡
一

ナ
l タ

`

阜ヽ

′
J

･

A
r

■▲一丁■

蟹
王

▲8 0 以

▲ 吼

○¢■り

O U 18 ∧バ

▲0 0 V l

ヽ

d P ヽ

○ム … r G 止 んム
も

ヽ

ノ

､

も
で

ヽ

一
.

〇

こ
○

♪

こ

一

与

琶 ≠ す !

一

夕
ー

＼ゝ
●

ゃ
も

r 亡H ▲ O U 丹

J e

0

U

亡¢V 【

謡
亡ユし

( ○

J
･

¢ O J / f

●lr

lレ

r O 川 O U

サ
/

¢

㌔
u ▲L ▲ 〃 V I ⊥⊥

O U

さ r】叫 8 一片亡I r

∴
一 事
一 一

■ 一 柳 r I

r

L 血■

他 山小

L 亡G 亡～ ○亡 :

C 叩 i 川 l ● 打 d ll0 11 0 1 1

亡わ一 = 加 d 一 山タ〝†ポれ … l

V 川 ●
.
V 川 ■ l ●

しi 仙 - J ● 如■O H ● れ ●一
月○ リ I ● l り ) 巾 ● ●

▲ 甘l ′r ● J ♪甘 I ● ●

亡♪ ● 爪 1 巾 I d ● J ●√

之

十

与▲ぺ r†亡

▲∨■▲ ■■ O u

○■ T O ･ 〃 O V O

d u

}
●

☆
0
● 0

甜 = 事

亡ニー ●‡I ■

0 パ ル さO I( lれ

と= = = 辿

十 丁
一

S t u d y A r e a

Fig 2 ･ 1 S t u d y A r e a



一＋-･- 1---一十

t ■ - ■■■

m

■
●

㊥

○

＋ ＋

A ut o r o ut e

R o u l e p r l n C IP aI e bit u m 色e

R o ut e p r l n C ,P al e n o n bit u m 色e

R o ut e s e c o n d oi r e

C h e m i n d e f e r

C o u r s d
■

e o u

‾

k ｢r ai n i n o n d a bl e

D e p a ｢t e m e nt

C o pit oI e

C h ef-1始 u d e D 岳p ∂rt e m e nt

C h e f -1i e u d e S o u s - P r畠f e ct u r e

C h e トIi e u d e C o m m u n e

Li m it e d e
-

E t at

しi m il e d e D 白p a ｢1 e m e nt

Li m it e d e S o u s - P r色ねCt U r e

: 6 0 0
,
0 0 0

1 G N B P 3 6 0 C o t o n o u

V A L L E E D E L
'

O U E M E : C O U R S 】N F E R I E U R

＼

ヽ

＼
＼
＼

し

也
吉
山

っ

K 〔T O U

く
＋

＋

＋

l

㊥ Z A- K P O m
C O V

A B O M E Y

こヽ

＼
㊥ A G B A山

ノ

/

州Z O U

: ニ/

B O H IC O N

■
､

＼

′ .
. -

_ . ､ ＼
.

_

(彰 Z O G B O

. イ
ー
‾ ● ‾ ` ‾

● ‾ ● ‾ ■

S 占h o u e

qNOM

B O 恥

/

/

/

u C A 〃亡ん桔

＼

l
､

′
J

T O F F O ㊥

/

_
■-
/

■-･･･
′

AししA D A

K ｡ ｡ M A Sよマメ

S 色9b o h o u岳

＼

ヽ

/

＼

勾玉〉

/ B O M E Y C A 山 Vl

ki s s o

/

G O L F 亡 D 亡

＼

l しa c S a 旭

D ＼JIN 川(彰

Af b m

宮
ノ

/

＼

ヽ

■■- ヽ

＼

(彰
A D J A - O U E

｡ ｡ ｡ H ｡ ｡ N!

O W k s s卓

D A N

N O K亡)∪∈ /

/

ノ

＼

l

ユ′

C O T O N O U
′

β E 〃/ 〃

】k pi

＋

＋

_

‥
_ ..

_ ＋ 〔ヒ

＋

×

′キ

＋ L U
×

p o B 〔
＋

ー ー '-
‾

×

/ ＋
/ `

一

＋ U
＋

M 巨 ＋

/

＼

ノ

S E M E - K P O Jl

亡 ＋
■ ■

×

斗
′

×

0 - N O V O

Fig . 2
-

2 S t u d y A r e a
･ 1 5

-



Ⅳ . ウ エ メ地区農業開発計画



Ⅳ . ウ エ メ 地区農業開発計画

Ⅳ
-

1 背
且

方も

ペ ナ ン共和国は西 ア フ リ カ の ギ ニ ア湾に面し､ 西 は ト
ー ゴ ー

､ 東は ナイ ジ ェ リ ア ､ 北

はブル キナ ･ フ ァ ソ 及 び ニ ジ ェ
ー ル の 4 ケ 国に接する ｡ 東西 8 0k m ､ 南北 6 7 0 k m の 長

方形で 国土面積は 1 1 2 , 6 2 2 k m
2
､ 人口 約 4 8 5 万人 (1 9 9 2 年) の うち約 6 0 % が農村部

に居住し､ 農業に従事する農業国である ｡ 同国にお い て 農業生産は G D P の 4 4 % ､ 農

業従事者は全体の 7 5 % を占め ､ 農業分野は同国の 最重要セ ク タ ー である ｡ 主な農産物

は南部地域にお い て は トウ モ ロ コ シ ､ キ ャ ッ サ バ ､ 米､ 北部地域にお い て はヤム イ モ ､

トウ モ ロ コ シで ある ｡ 国家開発計画の 主要な政策として食程の 自給を目指 して い るが ､

資金力､ 技術力の 不足 の ため 計画の推進が困難とな っ て い る ｡ 水源となる ウ エ メ 川 は

同国の 3 大河 川 の 1 つ であり､ 国土を南北に縦断しギ ニ ア湾に次ぐ大河であり ､ 下流

域に は肥沃な平原が広が っ て い る ｡ 同国政府はこ の 地域に お い て ウ エ メ 川 の 豊富 な水

資源を利用した潅漑農業開発を計画し､ 食糧増産を目指して い る ｡ こ の ため ､
ウ エ メ

川下流域右岸にお い て米の 増産を主目的に した既耕地約 6 0 , 0 0 0 b a の農業開発を行な

う計画を考えて い る ｡

国家開発計画の 主 要な政 策として ､ ①農村の 生 活水準向上 ､ (参農業生産性上昇と多角

化に よ る輸出収入増大 ､ (参農村開発で の政府役割の 縮小 ､ ④貧困撲滅と食糧確保を目

標に揚げ食糧の 自給を目指して い る ｡

Ⅳ
-

2 計画の 概要

Ⅳ
･

2
･

1 計画地城の 概況

計画地域は ､ 首都ポ
ー ト ･ ノ ボ市を含む 6 0 , 0 0 0 b a の 面積を有する ウ エ メ 川下流域右

岸地区である ｡ こ の 地区は ウ エ メ 地方の 海岸地帯に属する ｡

こ れらの 地区は ､ 稲作の 他に漁業も行なわれて い る ｡ 乾季に は塩を製造し ､ 他に抽や

し
､
コ

ー

ラ の 木等の プラ ン テ ー シ ョ ン栽培も行なわれて い る ｡ 稲は マ ン グロ
ー

ブ の 生

育して い る湿地帯や 降雨 によ り堪水する平原部で 栽培されて い る ｡ 地形 ､ 土壌からみ

て浸水平原で の 天水稲と ､ 海水の 時期的侵入と河川 の淡水の 両者の 影響を受ける マ ン

グ ロ ー ブ稲作がある ｡ 水管理が困難な こ と ､ カ ニ ､ 鳥類等の 害の ある こ と ､ 生 産物の

出荷等が問題として挙げられる ｡ 既耕地の 拡張は可能で ある が ､ 潅漑排水 ､ 洪水防止

の問題 を解決し､ 同時に道路の 改善を行なう必要があ る ｡

･
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さら に ､ 経済の 中心地である コ トヌ
ー

に隣接して い る の で ､ 農民に と っ て肥料､ 農業

具の購入や 生産物の 販売に有利な条件を有して い る ｡

Ⅳ ･

2
-

2 計画調査 の 基本的な考え方

計画地区は農耕地と して利用されてきて い るが ､ 依然と して伝統的農業の 域を脱せ ず､

そ の 生産性は極め て低 い ｡ こ の 地域に ､ 生産性の 高い 農業を導入する にあた っ て ､ 制

限要因とな っ て い る主なもの は :

1) 近代的潅漑排水及び洪水防止施設がなく ､
主と して 天水栽培に頼 っ て い る｡

2) 河沿い の 低平地 の排水不良に よ る低収量､
これがまた年 2 期作導入 を制限して い

る ｡

3) 土壌改良､ 地力維持 に対する 認識不足 と経営の まずさ に基因する低生産性で ある ｡

天水栽培は ､ 潅漑施設を建設して河川水を供給する こ とに よ っ て解決で きる ｡ また､

地区は受益面積が 6 0 ,0 0 0b a と広大なの で ､ 水源の確保を要する ｡ 低平地 の 排水不良

も ､ 洪水水防禦堤 ､ 排水門及び排水路網を建設する こと に よ っ て改良され ､ 第 2 期作

の 導入が可能とな る ｡ そ して ､ 生 産力の 増大は適切 な肥培管理を含む改良潅漑農業の

導入 に よ っ て解決する ことがで きる ｡

以上 の ような自然条件及び国家政策を踏まえて ､ 本開発事業にお ける農業開発の 基本

構想を次の ように考えて い る ｡

1) 既排水田を洪水水防禦堤を建設して ､
地区の 河川からの 洪水から守り ､ 年 2 期作

を導入 で きる よう にする こ と｡

2) 現在､ 未墾地と して放置されて い る土地 の うち ､ 地形及 び土壌条件の 良 い 地域を

開田し､
生産力の 増大を図 る こ と｡

3) 潅漑排水施設の 建設､ 高収量品種の 導入 ､ 改良潅漑農業の 導入等に よ っ て ､ 反収

及び生産量の 増大と安定を図る こと ｡

こ の 中で 最も重要なもの は潅漑排水施設 ､ 洪水防止施設､ 水管理 シス テ ム を策定する

こ とで ある ｡

( 1) 施設 の 近代化

1) 潅漑排水施設の 新設及 び改良 ( ダム ､ 頭首工 ､ 揚水桟場 ､ 潅漑用水路､ 排水

路 ､ 洪水防止堤､ 承水路 ､ 排水扉門 ､ 排水桟場)

2) 農道の 新設

･
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3) 圃場整備の実施

4) 水管理方式の確立

5) 収穫処理施設の 整備

(2) 水管理 シ ス テム の構築

水管理 の シ ス テ ム の 構築によ り潅漑用水を作物に規則的に ､ か つ 適期に供給する

ことに よ っ て生産性をあげる とともに ､ 水を経済的に使用する こ とが可能とな る ｡

近代的な潅漑シ ス テ ム にお い て は､ 農民の 要求に基づ い て潅漑用水を貯水池か ら

送水路､ 分水路､ 圃場まで効率良く送水する ことがで きるよう にな る ｡

潅漑受益者は ､ 水 の 分水及び取水を組織的に ､ か つ 適正 に行なうため に十分組織

化する こ とが こ の事業の
一

層 の 成果を促進する こと に なる ｡

健全 な水管理を行なうため の基本原則と して次の こ とが考えられる ｡

1) 末端の 受益者に至 るすべ て の 受益者 に平等で 適正 な水管理を行なうこと ｡

2) 経済的で無駄使 い しな い 水管理を行なう こ と｡

3) 適切な土壌管理を行なうため の水管理を行なう こ と (農地 の 肥料の 消失､ 土

壌浸食､ 湛水､ 塩害､ 土壌組織の破壊な どを起こ さな い ような水管理 を行な

う こ と)

4) 表流水 ､ 地下水､ 天水 な どを組織的､ 合理的に水管理 を行なう こ と｡

5) 持続的に水利施設の 維持管理を可能にするため に必 要な料金の徴集を行なう

こと ｡ その ため に ､ 圃場用排水路､ 圃場整備 ､ 圃場農道の 建設が必要で ある ｡

6) ペ ナ ン国政府は ､ 取入 ロ レ ベ ル ､ 分水 レ ベ ル ､ プ ロ ジ ェ ク トレ ベ ル の受益者

の組合の 設立が期待され る ｡

(3) 水管理組合

以上述 べ た こ とを効率よ く実施するため に は ､ 受益者によ る水利組合の 設立が不

可欠で ､ その ため に は次の こ とが必要である ｡

1) 水利用 の 効率化を行なうため に潅漑施設の 改良を行なう｡

2) 潅漑水路の 用水とともに ､
天水及び地下水の 有効利用 を図る ｡

･
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Ⅳ - 2 ･ 3 協力プロ ジ ェ ク トの 構想

産漑施設は現在不十分なが ら
一

部あるが ､ 排水施設は皆無で ある ｡ 総合的な観点から

ス タ デ ィ をする こ とが必要と考える ｡ 調査は P b a s e I と P h a s e Ⅲ に分け ､ P b a s e I で

は マ ス タ
ー プラ ン ス タ デ ィ を実施 ､ P b a s e [ は選定さ れた優先 プロ ジ ェ ク トに つ い て

フ ィ
ー ジビリ テ ィ 調査を実施する ｡ こ の 考え方で T O R の D r a 氏 を作成した ( ｢ 付属

資料 6)+ を参照) ｡ こ こで は､
そ のうちの 目的及び調査の 方法に つ い て の みを述 べ る

こ ととする ｡

(1) 調査の 目的は次の ように考える ｡

1) こ の 地域 における 潅漑排水 シス テ ム ･ 洪水防止シ ス テ ム
･

水管理 シス テ ム の

構築の 基本的な開発計画を策定 し､ ペ ナ ン国側と協力して開発計画の 中に含

まれる種々 の プ ロ ジ ェ ク トの優先順位付けを行な い ､ 最優先プロ ジ ェ ク トの

中から パ イ ロ ッ トプロ ジ ェ ク トを選定する ｡

2) 選定された パ イ ロ ッ トプロ ジ ェ ク トに つ い て ､
フ ィ

ー ジ ビリ テ イ ､ レ ベ ル の

調査を実施し､ 技術的 ･ 経済的 ･ 財務的可能性を明らかに し ､ す べ て の点で

合格したもの を実施プロ ジ ェ ク トとする ｡

3) 調査の 過程にお い て ､ カ ウ ン タ
ー パ ー トに対し､ 技術移転を行なう｡

(2) 調査 の 方法

調査 は P b a s e I 及び P b a s e Ⅲ からなる ｡

1) マ ス タ
ー プラ ン調査 ( P b a s e I )

こ の 調査 は調査地 城の現況及び こ の 地域の 開発を 阻害して い る問題 に対 し､

ペ ナ ン 国政府及び関係省庁と協力して持続可能な具体的な対策を作成 し､ 潅

漑排水 ･ 洪水防御 ･ 水管理 シス テ ム の 構築の マ ス タ
ー プラ ン を策定する ｡ マ

ス タ
ー プラ ン の中の 個々 の プ ロ ジ ェ ク トの 優先順位付けを行な い ､ 優先プロ

ジ ェ ク トの 中から パ イ ロ ッ トプロ ジ ェ ク トを選定する ｡

こ の ため に ､ デ
ー

タ
､ 情報をで きるだ け収集し､ 分析 を行なうとともに ､ 既

存の 開発計画を レ ビ ュ ー し､ 問題点の 解析及 びその 対策を作成する ｡ そ の 際､

地域的条件別 (気候 ､ 地形､ 標高な ど) 及び活動分野別 ( 営農､ 普及､ 加工

処理 ､
マ

ー ケ ッ ト､ 農民組織､ 農業信用 ､ 産漑排水 ､ 洪水防止 ､ 農道 ､ 給水 ､

衛生 ､ 電化な ど) に 問題点を整理 ､ 分析を行ない ､ 持続可能な具体的なプロ

･ 1 9 ･



ジ ェ ク トを策定する ｡ 優先順位付けの 基準はでき るだけ客観的に設定する ｡

速効性､ 効果的で あり ､ 本地区の み ならずペ ナ ン 国全土 の モ デ ル になりうる

もの か ら選ぶ こ とが必要で ある ｡

2) フ ィ
ー

ジ ビリ テ ィ 調査 ( P b a s e Ⅲ)

1) の 手順 を踏ん で 選定されたパ イ ロ ッ トプロ ジ ェ ク トに対し､ フ ィ
ー ジビリ

テ イ
･ レ ベ ル の 調査 を実施す る ( 詳細 は 付属資料 5) の ② T e r m s o f

R e 払r e n c e of tb e F e a sibilit y S t u d y o n A g ri c u lt u r a l D e v e l o p m e n t P r由e c t

払 r Q u e m e R i v e r R e g i o n ( D r a ft) を参照) ｡

･ 2 0
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Ⅴ . 総合所見

農業生産体制の 再構築にと っ て最も重要と思 われる 点は ､ 個々 の 農家が市場経済の 中

で 如何に して 自立 して いくかであ る ｡ 今まで社会主義体制の 中で経営意識の 薄か っ た

農家の 意識を変えて いくと いう問題も重要な フ ァ ク タ
ー である が ､ 基本的に は持続可

能となるよ うな農業生産整備が必要と考えられる ｡ 潅漑排水及び洪水防止施設を新設

ある い は更新し､ 有効に利用 し､ 新たに構築する 農業生産体制に組み 込む こ とは 緊急

的課題で ある ｡ 生産体制の 再構築に は ､
ハ

ー ドの 分野と して ､ 幹線潅漑施設以下末端

に至 る潅漑施設､ 洪水防止､ 道路 の 整備､
ソ フ トの 分野と して は ､ 集荷場 ､ 貯蔵 ･ 加

工 施設､ 農業研究組織の 構築､ 農民意識の 改革､ 農業組合の 及び水管理組織の 組織化､

流通機構等改善すべき点は多々 あ るが ､ 市場経済化に合敦 した農業開発を促進する上

で こ こ にあげた調査を行な い ､ 開発計画を策定する こ とは極め て重要と考えられ る ｡

〈技術的可能性〉

個々 の 技術に つ い て はある程度の 水準にある と考えられ るが ､ 今後 ､
マ ス タ

ー プラ ン

の ような全体計画を立 て る上で外国 の 技術協力は必 要で あると考えられる ｡ 基本的な

建設技術 ､ 管理技術及 び研究の 蓄積はあまりな い よう に感 じられた ｡ カ ウ ン タ パ
ー ト

として の 相手国政府技術者の技術力 に関 して は プロ ジ ェ ク ト遂行上 ､ 言語を除い て 若

干問題がある ｡ ペ ナ ン国政府の技術力 から考慮 して ､ 日本側と協力すれば十分に可 能

性は ある と思う｡

〈社会 ･

経済的可能性〉

ペ ナ ン国の 農業部門は 自然環境 に恵まれ ､ 伝統的な重要な生産部門で G N P で全部門

の 3 4 % を占め ( 1 9 9 5 年) ､ 全人 口 の 7 5 % が 農業､ 畜産に携わ っ て い る ｡ 穀物自給率､

特に米の 生産を向上さ せ るため に は ､ 稲作栽培 に適して い る地域 に潅漑排水施設 ､ 洪

水防止施設､ 土壌浸食防止施設の 整備､ 農業支援体制の 整備を行なう こ とは ､ 米の 増

産を可能にす る ため に は極め て 緊急の 課題 で ､

ペ ナ ン 国農業に と っ て非常に大きな効

果が期待され る ｡

米は毎年 5 万ト ン程度輸入して い る の で ､ こ れら の 計画を実施する こ とに よ り ､ 輸入

量が少なくなり ､ 外貨を節約す る ことができ ､
こ の こ と によ り社会 ･ 経済的効果 は 十

分に あると思う｡

-
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〈現地政府､ 住民の 対応〉

当 プロ ジ ェ ク トを担当する中央政府 ､ 農業開発省は､ 潅漑事業に つ い て は多少の 経験

を有して い る ｡ 当 プロ ジ ェ ク トの 開発 に対しても強 い 意欲を示して い る ｡ 農民も我々

の 調査 にあた っ て ､ 大変関心を示し､ 多く の 農民が 同行し､ 実情を説明してくれた ｡

以上すべ て の観点から ､ 当該プロ ジ ェ ク トが協力プロ ジ ェ ク トとして適したもの と確

信する ｡
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Ⅰ . ト ー ゴ ー

共和国の
一

般事情

二卜 1 概 要

(1) 面 積 : 5 6 ,7 8 5 k m
2

(2) 人 口 : 4 3 4 万 5 千人 (1 9 9 7 年)

(3) 首 都 : ロ メ ( L o m e) (7 0 万人 ､
1 9 9 5 年)

(4) 人 種 : エ ヴ ュ 族 (約 3 5 % ) をはじめ約 4 0 の 部族からな る

(5) 言 語 : フ ラ ン ス 語 (公用語) ､
エ ヴ ュ 語 ､

カ ブ レ語他

(6) 宗 教 : 伝統的宗教 ( 6 7 % ) ､ カ トリ ッ ク ( 1 8 % ) ､ プ ロ テ ス タ ン ト (5 % ) ､

回教 ( 1 0 % )

(7) 地理 ･ 気候風土

ト ー ゴ ー 共和国 ( R占p u bli q u e T o g ol a i s e) の 国土 は束の
ペ ナ ン と西の ガ ー ナに挟

まれ ､ 北で は ブ ル キ ナフ ァ ソ と接して おり､ 南はギ ニ ア湾に接して い る ｡ 南北に

は 6 0 0 キ ロ はあるが ､ 海岸沿い で は 東西は狭くて砂浜の 多い 海岸線は 5 0 キ ロ し

かない ｡
一

番広 い と こ ろ で も東西は 2 2 5 キ ロ しかな い ｡

ト ー ゴ ー とは 南部の エ ヴ ェ 語で は ､ 水辺 にある こ とを意味して い る ｡

ト ー ゴ ー は国土面積 5 万 6 , 7 8 5 平方キ ロ の 小さな国であり ､ 推定人 口 は約 4 5 0 万

人 ｡ 気候的に は南北で は っ きり違う｡ 即ち ､ 北 の 方が南部よ りも雨量が多く ､ ま

た暑さも厳し い ｡ 雨量 が
一

番多い の は ロ メ から北 12 0 キ ロ の 所 にあ る パ リ メ

( E p a li m 占) 近辺で ある ｡ 天 然資源として は大量 の 燐鉱石 に恵まれ ､ 気候的には

農業に適して おり ､
しかも人々 は伝統的に 商業の 分野 で秀で て い る ｡

国土面積は小さ い も の の ､ 行政的に南北に 5 つ の 州に分けられており ､ そ の 各々

は独自の 特徴を持 っ て い る ｡ 各州の独自性は ､ 気候的 ･ 風土 的な特徴と 4 0 以上

もある部族の 存在によ っ て 更に強調されて い る ｡

南北に細長い 国だが ､ 山並み と平原が互 い 違い に存在して い る ｡ 最北 の サ バ ン ナ

州と最南の 臨海州は平原 の 地であ る ｡ 河 川と､して は ､ 北 に は
ペ ナ ン に発するオテ イ

( O ti) があり ､ 北で は
一

部 ガ
ー

ナとの 国境を なして い る ｡ こ の 川の 支流 は北か ら

ク モ ン グ ( E o u m o n g o u ) ､
ケ ラ ン ( E 占r a n n) ､

カ ラ ( E a r a) ､
モ ー

( M ∂) な

どがある ｡ 南を流れ る河川と して は ､
モ ノ ( M o n o) があり ､ 一

一

部 ペ ナ ンと の 国境

をな して い る ｡

･ 2 5 ･



計画地区の 位置する臨海州 ( R 由i o n M a riti m e) は
一

番南 にあり ､ 海に面 して い

る こ の
一

帯で は ､ 年 に季節は 4 つ ある ｡ 1 1 月から 3 月まで は 大乾季で あり､ 3 月

から 7 月まで は大雨季である ｡ 8 月から 9 月まで は小乾季で あり､ 9 月から 1 1 月

まで は小雨季で ある ｡

臨海州はヴ オ ( Ⅴ∂) ､ ラ ッ ク ( L a c s) ､
ゴ ル フ ( G o l 鉛) の 3 県からなり ､ 国土

面積 の 1 1 . 2 % ､ ト
ー ゴ ー

の 全人 口 の 3 8 . 3 %
､ 都市人 口 の 6 2 . 9 % … ロ メ だけで

5 4 .9 % ‥ ･

､ 農村人口 の 3 0 % を占め て い る ｡ 人口 密度も高く ､
1 平方メ

ー トル 当た

り 1 6 3 人で ある ｡

首都ロ メが あるため 都市人口 が大きく ､ 年率 6 .5 % の 割合で増加して い る ｡ 河川

は 3 本流 れて おり､
一

番西 には全長 1 7 5 キ ロ の ジオ (Zi o) ､ 中央 に は全長 1 3 9

キ ロ の ハ ホ (Ⅱa b o) ､ 束に は全長 5 0 0 キ ロ の モ ノ ( M o n o) とい う具合｡ モ ノ 川

は こ の 州で は ペ ナ ン との 国境を なして い る ｡

人口密度が高い の で ､ 森林伐採や休耕期間の 短縮 ･ 消滅に より農地 は酷使され て

おり ､ 単位面 積当たりの収穫量 は低減する傾向がある ｡ 海岸沿い の 地域で は コ コ

ヤ シの 木を沢山見かける ｡

Ⅰ
･

2 略 史

1 8 8 4 年

1 9 1 9 年

1 9 4 6 年

1 9 6 0 年 4 月

1 9 6 3 年 1 月

1 9 6 7 年 1 月

1 9 7 2 年 1 月

1 9 7 9 年 1 2 月

1 9 8 6 年 1 2 月

1 9 9 1 年 8 月

1 2 月

1 9 9 2 年 3 月

1 1 月

1 9 9 3 年 2 月

･ 7 月

8 月

1 9 9 4 年 2 月

1 9 9 8 年 6 月

ベ ルリ ン 会議に より ドイ ツ 領 ( ト
ー ゴ ー

ラ ン ド)

フ ラ ン ス委任続治 ( 束ト
ー ゴ ー

ラ ン ド)

フ ラ ン ス信託統治

独立 ･ 初代大統領にオリ ン ピオ就任

オリ ン ピオ大統領殺害､ グ ル ニ ッ キ
ー 当選

軍事ク ー

デ タ
ー

( エ ヤデ マ 中佐)

エ ヤ デ マ 中佐
･ 元首

･

大紋領に選出

エ ヤ デ マ 将軍 ･

第三 共和国初代大統領に当選

エ ヤ デ マ 大紋領三 選

コ フ ィ ゴ
ー 首相の 暫定政府

軍が首相を拘留､ 国民統合暫定政府

国民投票によ り第 4 共和制憲法採択

首都で 無期限 ゼネス ト突入

首都市民2 0
～

3 0 万人が国内外 に退避 ( ガ
ー

ナ ､
ペ ナ ン等 へ)

民主化に向けたワ ガ ドゥ グ国際合意成立

大統領選挙 ( エ ヤ デ マ 大統領再選)

国民議会選挙で 野党勢力勝利

大統領選挙 ( エ ヤ デ マ 大統領再選)

･
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ト3 内 政

(1) 政 体 : 共和制

(2) 元 首 : ニ ヤ シ ン ベ ･ エ ヤデ マ 大統領 ( G n a s si n g b 占 E Y A D E M A)

(任期 5 年､ 次回選挙は 2 0 0 3 年)

(3) 議 会 : 国民議会

(4) 政 府 : ( 1 9 9 9 年 6 月 1 8 日付内閣)

(イ) 首 相 ユ ジ ュ ー

ヌ ･ コ フ イ ･ ア ドポリ

( E u g占n e E o 伍 A D O B O LI)

( ロ) 外務協力相 ジ ョ ゼ フ ･ コ ク
ー

･ コ フ ィ ゴ
ー

(J o s e p b K o k o u K O F F I G O H )

(5) 内 政 :

1 9 6 7 年の ク ー デタ ー

で エ ヤ デ マ 大統領が権力を掌握して以来､ 西ア フ リ カ で最も

安定した国の ひと つ に数えられて い た｡ 1 9 9 0 年に民主化の動きが高ま っ た結果 ､

1 9 9 1 年 3 月 に は反体制団体に より首都で 流血を伴う大衆デ モ が起き ､ その 後も不

穏な政治的暴力事件は後を絶たず ､
1 9 9 3 年 2 月に は ､ 軍 の民衆 へ の 発砲から ､ ロ

メ 市民の 1 / 3
～

1 / 2 が国内外に退避する事態に至 っ た ｡ 1 9 9 4 年 2 月 に国民議会

選挙が行なわれ､ 野党側が過半数の 議席をお さえ､ 同年 4 月 に野党第 2 党の コ

ジ ョ ー 氏が首相に任命され ､ 民主化 へ の 再度の 歩みが始ま っ た｡

なお､ 1 9 9 8 年 6 月大統領選挙で の エ ヤデ マ 大統領再選をめ ぐり ､ 与野 党間の 政治

的緊張が高まり ､ E U 等の 仲介によ り､
1 9 9 9 年 7 月末 に与野党間合意が署名され

る に至 っ た｡

ト4 外 交

生重量杢左遷土

従来より穏健な非同盟中立 ､ 仏と の伝統的関係を中心 に親西側政策を採用 ｡ また ､ ア

フ リ カ の 地域紛争解決にも積極的なイ ニ シア テ ィ ブを と っ て い る ｡ 1 9 9 1 年以降の 民主

化の 行き詰まり及 び人権問題 の ため 欧米諸国は援助を停止 して い たが ､
その 後 ､ 状況

の 改善を受けて 1 9 95 年頃から徐々 に再開されたが ､
1 9 9 8 年 6 月の 大統領選挙を契機

とする与野党の 対立等から本格援助に は至 っ て い ない ｡

･
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Ⅰ
-

5 経 済

(1) 主要産菜 : 農業 ( カ カオ ､
コ ー ヒ ー

､ 綿花) ､ 鉱業 ( リ ン鉱石)

(2) G N P : 1 ,2 7 8 百万 ドル ( 1 9 9 6 年) ､ 1 , 4 8 5 百万 ドル ( 1 9 9 7 年)

(3) 1 人当 たり G N P : 3 0 0 ドル (1 9 9 6 年) ､ 3 4 0 ドル (1 9 9 7 年)

(4) 経済成長率 : 1 6 .3 % ( 1 9 9 4 年) ､

6 .0 % (1 9 9 6 年) ､

(5) 物価上昇率 : 4 1 % ( 1 9 9 4 年推定)

4 .6 % ( 1 9 9 6 年) ､

(6) 失業率

(7) 総貿易額:

(イ) 輸出

( ロ) 輸入

(8) 主要貿易品目

( イ) 輸出

( ロ) 輸入

8 . 8 % (1 9 9 5 年) ､

4
. 8 % (1 9 9 7 年)

､ 7 . 2 % (1 9 9 5 年)

7 . 2 % (1 9 9 7 年)

3 1 0 百万 ドル (1 9 9 7 年)

2 4 8 百万 ドル (1 9 9 7 年)

(1 9 9 7 年) :

燐鉱石 ､ 綿花 ､
コ

ー ヒ ー

､
カ カ オ

消費財､ 中間財 ､ 機械類 ､ 石油製品

(9) 主要貿易相手国 ( 1 9 9 7 年) :

(イ) 輸出 カ ナダ､ ナイ ジ ェ リア ､ 台湾 ､ 南ア フリ カ ､ フ ラ ン ス

( ロ) 輸入 ガ
ー ナ ､ フ ラ ン ス ､ 中国 ､ 象牙海岸 ､ タイ

(1 0) 通 貨 : C F A フ ラ ン

( 1 1) 為替レ
ー ト : 1 0 0 C F A フ ラ ン = 1 仏フ ラ ン ( 1 9 9 4 年 1 月 1 2 日以降)

( 1 2) 経済概況

農業が G D P の 約 4 0 % ､ 労働人口 の 約 7 0 % を占め る ｡ 主要外貨獲得源で あるリ ン

鉱石 ､ 綿 ､ コ
ー ヒ ー

､
カ カオ の 国際市況低迷等 の 外的要因によ り財政赤字､ 対外

債務等が厳 しい状況にあ っ た こと に加え ､･ 1 9 9 0 年後半よ り ､ 政治的混乱 も加わり

経済は 更に落ち込ん で い たが ､
1 9 9 4 年 の通 貨切 り下げ後 ､ 穏や か ながら改善の 方

向にある ｡ I M F / 世銀と の 間で 1 9 9 4 ～ 9 7 年の 拡大構造調整を行な い ､
一

応の 評

価を待 つ つ ある他 ､ 米国の協力 に よる フ リ
ー ゾ ー

ンが稼働 しは じめ て い る こと等

から
､ 今後の 経済再建が期待されて い る ｡

(1 3) 対外債務 1
,
3 3 9 百万 ドル ( 1 9 9 7 年)

･
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ト 6 経済協力

(1) 我が国の援助実績

(イ) 有償資金協力 (1 9 9 8 年度まで ､ E N ベ
ー ス)

( ロ) 無償資金協力 (1 9 9 8 年度まで ､
E N ベ

ー ス)

( ハ) 技術協力実績 (1 9 9 8 年度まで ､ J I C A ベ ー

ス)

9 3 . 4 6 億円

1 1 1 . 8 5 億円

5 . 6 3 億円

(2) 主要援助国 (1 9 97 年 : 百万 ドル ､ D A C 諸国全体合計7 5 . 7)

①フ ラ ン ス (3 2 . 6) ､ ②日本 (2 7 .5) ､ ③ ドイ ツ (8 .7) ､ ④米 (2 . 0) ､

(9 ベ ル ギ ー

(1 .4)

･
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Ⅱ . ト ー ゴ ー 共和国の 農業事情

]
-

1 経済の 展望

ト ー ゴ ー

の 経済にと っ て は､ 燐鉱石 ･ 綿花
･

コ
ー ヒ ー

･ カ カ オの 輸出が重要で ある ｡

1 9 7 0 年代に は こ れらの 1 次産品の 世界市場で の価格が上昇 したため ､ ト
ー ゴ ー

経済は

高度成長を遂げ､ 政府は野心的な公共投資計画を実行して い た ｡ 例えば ､ 1 9 7 0 ～ 8 0

年にかけて の G D P の 成長率は年平均 4 % だ っ た ｡

しか し 1 次産品の 価格は 19 8 0 年に ピ
ー

ク に達 し､ 以後は世界市況は悪化し景気は後

退した ｡ そ の 結果､ 対外債務は累積 し､ マ ク ロ 経済の バ ラ ン ス は悪化した｡ 事態を改

善するため ､ I M f
l

と世銀の 援助を得て ､ 政府は 1 9 8 3 ～ 8 9 年にかけて安定 ･ 調整計画

を実行した ｡ その 結果､ 経済の 自由化はかなりな程度実現され､ 経済は再び成長路線

に戻 っ た｡

1 9 8 3 年に始ま っ た経済の 構造改革で狙われたの は､ ①公的部門 の赤字の 削減､ ②経済

の 相当程度の 自由化､ ③成長路線 へ の 復帰である ｡

こ の 改革の 結果､ 3 年間の 景気後退の 後､ 1 9 8 4 ～ 8 9 年にかけて G D P は 年平均 3 . 4 %

の 割合で 増大した｡ 中で も換金作物は年平均 1 1 % 増､ 製造業は年平均 6 % 増と い う目

覚ましさだ っ た｡

しかし全般的に見ると ､ 1 9 8 0 ～

9 1 年にかけて の経済は低成長で あり､ G D P の年平均

成長率は 1 . 4 % で しかな い ｡

1 9 9 1 年初頭以来 ､ ト
ー ゴ ー の政 治情勢は混乱を極め ､ 政治の 民主化を要求する民衆は

警察や軍隊と街頭で 衝突し､ また政 治的な理由に よ る ス トも頻発 した｡ その ため ､ 1 9 9 1

～

9 3 年にか けて G D P は 2 1 % も減少 し､ 政府の 歳入 は 5 2 % も低下 した｡ そ して 1 9 9 3

年末まで に政府財政 の 赤字は G D P の 1 5 % に達する巨大なもの とな っ た ｡

しかし政治的混乱は 19 9 3 年の 後半に は沈静化し､ さら に 1 9 9 4 年 1 月 に は C F A フ ラ

ン の 切り下げがあ っ たため ､ 同年の ト
ー ゴ ー

経済は好調となり実質成長率は 13 . 9 % に

も達した ｡ 中で も第 2 次産業 は 2 6 % ､ 第 3 次産業は 4 6 % と い う 目覚ま し い 成長率を

達成した｡ 1 9 9 5 年もト
ー ゴ ー

の 経済は好調で ､ G D P の 成長率は 8 . 8 % を記録して い

る ｡

1 9 9 6 年の 経済成長率は 8 . 2 % であり ､
1 9 9 7 年に は 6 . 0 % を記録したが ､ 成長の モ

ー

タ
ー

は第 2 次産業の 中で も鉱業であ る ｡ 第 2 次産業 の 成長率は 1 9 9 6 年に は 1 0 % で あり ､

1 9 9 7 年には 7 . 6 % である ｡

･ 3 0
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天候は不順であ っ た にもかかわらず､ 第1 次産業は 1 9 9 6 年に は 6 % ､ 1 9 9 7 年に は 5 .6 %

も伸びて い る ｡ 換金作物の 作柄が好調だ っ たため で ある ｡

輸出用の 換金作物であ る コ
ー

ヒ
ー

や綿花の 収穫増､ さらに はイ ン フ ラ の 整備によ る土

木建設業の 振興 ､ またト ー ゴ ー が伝統的に強い 中継貿易と関連した分野で あ る商業 ･

金融サ ー ビス ･ 運輸な どの 第 3 次産業の 振興に より ､ 成長路線を今後も継続で きる の

で はな い かと期待される ｡

Ⅱ
-

2 農業の 現状

林業 ･ 漁業 ･ 牧畜を含めた広義の 農業は ､ ト
ー ゴ 一

にお い て は最も重要な経済活動で

あり､ 全人 口 の 8 0 % にと っ て は これが最大もしく は唯
一

の 収入源をな して い る ｡ 全 労

働力人 口の 7 0 % が農業 に従事して おり､ G D P の 3 分の 1 以 上を供給して い る｡

1 9 7 0 年代の 農業の 成長率は年平均 2 % 以下だ っ たが ､
1 9 8 0

～

9 0 年に かけて は 5 % と

目覚ま しく伸びた ｡

1 9 9 0 年代に は い ると ､ 天候が不安定なため と政治的な混乱の ため ､ 農業生産は高下を

繰り返した｡ 即ち ､ 1 9 9 1
～

9 2 年に は農業生産は低下 したが ､ 1 9 9 3 年に は 1 9 % も成長

する ほ どの 目覚ま しさで ある ｡ これは多くの 都市住民が治安の 悪化した都市 … 特 に首

都 … を離れ て農村 に帰り ､ 自給自足的な農業に従事 したため である ｡ 就業者数が増え

たの を反映して 耕地面積は 3 0 % も増大して い る ｡ 従 っ て ､ 1 9 9 3 年の 収穫増は主 とし

て食用作物の 増産によ るも の で あり ､ 換金作物の 生産は 7 % も減 っ て い る ｡

政治的混乱が収拾され治安が回復すると ､ 都市住民は農村を去っ て都市に戻 っ た ｡ そ

こ で ､ 1 9 9 4 年の 農業生産は 1 6 % も減少して い る ｡ 他方 ､ 肥 料と農薬の 供給が再び可

能とな っ たの で ､ 換金作物 の生 産は かつ て ない ほ どの 高成長を記録した ｡

全国土 の 4 分の 1 足らずしか農業生産に当て られ て い ない ｡ 農業生産の 大半は伝統的

な耕作 ･ 栽培 の 方法によ っ て行なわれて い るが ､ 耕作後は休耕地 として地方の 回復を

はか っ て い る ｡ 農家 1 戸当たりの 耕地面積は平均 1 .7 ヘ ク タ
ー ル である ｡

ト ー ゴ ー

の 農業は コ
ー ヒ ー

･ カ カオ ･ 綿花な どの 換金作物の 栽培とマ ニ ヨ ツ ク ( キ ャ ッ

サ バ) ･ ヤ ム イ モ ･ トウ モ ロ コ シ ･ ソ ル ガ ム ･ ミ レ ッ ト ･ 米 ･ 豆 ･ 落花生 な どの 食用

作物か らな っ て い る ｡

コ
ー ヒ ー

や カ カオ の 主要産地は 高原州で ､ ア タ パ メ からガ
ー

ナとの 国境にか けて の 地

域に集中して い る ｡

-
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最も重要な換金作物は綿花で ､ 8 万 3 千 ヘ ク タ
ー ル が その 栽培に当て られ ており ､

こ

れは ト ー ゴ ー

の 全耕地面積の 1 0 % に相当する ｡

漁業と牧畜は 国内の 需要を充たすに は足らず､ 前者は国内需要の 3 0 % ､ 後者は国内需

要の 6 0 % を充たすに留ま っ て い る ｡

Ⅱ
･

3 問題点

圧倒的多数の 農家は伝統的な耕作方法に頼 っ て い る ｡ と い う ことは ､ まず第 1 に 9 0 %

以上 の 農地は昔の まま人力だけで耕作されて い る ｡ 牛馬を使 っ た耕作を導入 して い る

の は全農地の 9 .6 % であり ､ 更に機械に よる耕作は 0 . 3 % だけで ある ｡

潅漑の 導入 もまれで ､ 全農地の 2 . 2 % が潅漑の シ ス テ ム を利用 して い る にすぎな い ｡

計画地区のある臨海州 には ､ 潅漑適地が多く存在す るの で将来的に有望である ｡ 食料

の 生産増を狙 っ て の 肥料の使用 も決して普及 して い な い ｡ 全国的に見る と ､ 肥料を全

く使用して い な い 農地は 8 2 . 3 % にも達 して い る ｡

殺虫剤 ･ 殺菌剤 ･ 除草剤の 使用も全国的に普及して い ず､ 全農地 の 9 0 . 6 % はこうした

化学薬品の使用と は無関係で ある ｡

食用作物の収種量 は恒常的に増大して い る ｡ 例えば ､ 1 9 7 9
～

8 1 年の 収穫量 を 1 0 0 と

する と ､ 1 9 7 5 年は 8 8 ､ 1 9 8 5 年は 1 0 5 ､ 1 9 9 5 年は 1 5 7 と い うよう に目覚ま しい 成績

である ｡ しかし人 口増を考慮すると ､ 住民 1 人当たりの 収穫量は低減して い る ｡

収穫量 は増大して い る にもかかわらず､ 国内で取れ る穀物だけで は全国民の 需要を充

たすに は不足して い ると い う の が今日 の ト
ー ゴ ー の 現実である ｡ こ れとは村照 的に ､

芋類は国内の 収穫量だけで 国民 の需要を充分充たして い る ｡

問題点はこ の 収穫量 の 増大が生産性 の 向上 によ っ て もたらされたもの で はなくて ､ 農

業に従事する人 の 数の 増大と農地面積の 拡大に よ っ てもたらされ て い る こ とで ある ｡

食用作物が G D P 中 に占め て い る割合は コ ン ス タ ン トに 2 0 % 以上であり ､ 1 9 9 6 年には

2 7 . 1 % に達 して い る ｡ こ の 数値からも ､ 食用作物が国家経済の 中で 占め て い る重要性

が容易に理解できる ｡

･
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表1 穀物の 1 ヘ ク タ
ー

ル当たりの平均収穫量 の 推移

(単位 : キ ロ)

1 9 9 1 1 9 9 2 1 9 9 3 1 9 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6
1 9 9 1 ～ 9 5

の 平均値

ソ ル ガ ム 8 1 1 9 8 1 1
,
2 1 8 9 8 5 8 5 0 9 9 8 9 8 5

ミ レ ツ ト 3 8 9 6 8 4 6 2 1 3 6 4 6 5 8 5 9 0 5 4 3

米 2
,
1 4 8 2

,
0 0 6 1

,
3 6 6 1

,
1 6 9 1

,
8 1 0 1

,
8 9 7 1

,
6 9 9

トウ モ ロ コ シ 8 9 4 9 8 1 1
,
2 1 8 9 8 5 8 5 0 9 9 8 9 8 5

フ ォ ニ オ 6 8 0 7 3 2 5 4 6 9 7 0 6 8 4 1
,
0 4 4 7 2 2

資料 : M i n i st占r e d e I
'

A g ri c u l t u r e , d
'

E l e v a 酢 e t d e l a P 占cb e
,

"

L
'

A R I C U L T ロR E T O G O u u S :

C A R A C T E R I S T IQ ロE S , P R O D 口C T I O N V I V R I E R E E T P E R S P E C T I V E S A L I M E N T A I R E S
''

,

M a i 1 9 9 8
,
P .2 5

こうした数値は全国的な平均値な の で ､ 現実に は地域差が大き い ｡ 例えば ､ 米に つ い

て は ､ 臨海州の 平均値で ある 2 ,3 5 7 キ ロ が最も良い し､
トウ モ ロ コ シ に つ い て はサ バ

ン ナ州の 平均値 1 ,3 5 3 キ ロ が最良で あ る ｡

収穫量 の 推移は次表に示す通 りであ る ｡

表2 穀物 の 収穫量の推移

(単位 : ト ン M )

1 9 9 1 1 9 9 2 1 9 9 3 1 9 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6
年平均

増加率

ソ ル ガ ム 1 4 1
,
3 6 8 1 1 2

,
3 1 9 1 2 6

,
2 9 9 1 0 9

,
6 0 5 1 7 2

,
3 2 5 1 5 5

,
8 5 3 1 0 %

ミ レ ツ ト 4 9
,
8 2 0 7 5

,
2 3 9 7 5

,
2 4 0 5 7

,
8 2 4 7 4

,
2 0 6 5 5

,
1 3 7 2 %

米 3 9
,
3 2 8 2 5

,
2 6 5 3 4

,
0 4 0 5 0

,
0 8 8 5 1

,
2 3 6 7 6

,
5 1 5 1 9 %

ト ウ モ ロ コ シ 2 3 1
,
4 0 0 2 7 8

,
0 5 2 3 9 3

,
0 7 6 3 4 7

,
6 4 5 2 9 0

,
4 3 2 3 8 7

,
5 6 2 1 0 %

フ ォ ニ オ 2
,
6 3 9 3

,
9 2 0 5

,
4 5 5 7

,
3 5 3 4

,
0 7 5 1 1

,
5 2 9 4 0 %

穀物総量 4 6 4
,
5 5 5 4 9 4

,
7 9 5 6 3 4

,
1 1 0 5 7 2

,
5 1 5 5 9 1

,
2 7 4 6 8 6

,
5 9 6

貸株 : M i n i s t占r e d e I A g r i c u lt u r e , d
'

別 e v a g e e t d e l a P 6 c h e ,
` `

L 浪R IC m T ロR E T O G O I A IS 二

C A R A C T E R I S T IQ 口E S , P R O D ロC T I O N V I V R I E R E E T p E R S P E C T I V E S A L I M E N T A I R E:S
”

,

M a i 1 9 9 8
,
P .3 0

米 の 収穫量 は近年急増して い る ｡ 例え ば ､ 1 9 9 1 年の 収穫量 は 3 万 9 , 3 2 8 トン だ っ たが ､

1 9 9 6 年には 7 万 6 , 5 1 5 ト ンと倍増 して い る ｡ 臨海州以外の 地域で ほ ぼ平均的に栽培さ

れて い る ｡ か つ て は ､ 年に数回特別なお祝い の 席くら い で しか米を食べ る機会は なか っ

たが ､ 最近は特 に都市部で は毎日の ように食 べ られる よう にな っ てきた｡

また ､ 1 人当たりの 年間消費量は 16 k g と な っ て い る ｡

ー
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Ⅲ .
ズイオ川流域産漑整備計画

Ⅲ
-

1 計画の 背景

1 9 6 0 年の独立以来､ ト
ー ゴ 一

国の 農業は同国経済の 主要産業で あり､ 人 口約 4 1 3 万

人 (1 9 9 5 年) の うち約 7 0 % が農業に従事し､ G D P の 3 0 % 以上 を生産して い る農業

国で あるが ､ 最近で は米の 消費が増加傾向にあり ､ 高い 人 口圧力､ 不安定な食程生産

等で 米の 自給達成が 困難に な っ て い る ｡ こ うした背景から同国製に と っ て米を増産す

るための 新たな農業開発が緊急課題 とな っ て い る ｡ 本地区はト
ー ゴ 一

国の 首都 ロ メ 市

から北北西に約 2 5 k m の 同国南部の ズイオ川流域に位置する平野部で ､ 1 9 7 7 年に 中

華人民共和国の 援助 によ っ て頭取工 が建設された ｡ 現在､
こ の 頭取工か ら幹線用水路

にて ミ ッ シ ョ ン ･ ト ウ
ー

ベ 地区の 約 3 6 0 b a の 水田に 2 期作潅漑を実施して い る ｡ しか

しながら ､ 既存潅漑施設の 老朽化が著 しい ため ､
これら施設の リ ハ ビリ及び二次水路

及 び排水路 の 建設 によ り 6 6 0 b a の 水田を新規に計画し､ 米の 増産､ 雇用機会の 創設を

図り､ 同国農業の 安定と地域 の 活性化を図る こ と は緊急の課題 で ある ｡

Ⅲ
-

2 計画地域の 概要

(1) 位 置

潅漑計画地域は首都 ロ メ から北北西 に約 2 5 k m の と こ ろ にある ｡ ま た現在の 潅漑

地域の 取水源 の頭首工 は 首都 ロ メ から北北西 に約 4 0 k m の と こ ろ にあ る ｡

計画地域の 行政 区は マ リテ ィ メ県 ､
ミ ッ シ ョ ン ･ ト ー ベ 地区に属する ｡

(2) 地域 の 地形

ミ ッ シ ョ ン ･ ト ー ベ 地 区は ズイオ川右岸の 標高 7 0 ～ 8 0 m の とこ ろ に あり ､ ほ ぼ

平坦地 である ｡ 土地利用 は殆 どが農作地と未利用地 ( 荒地) からなる ｡

(3) 地域の 気候

年間気温は 2 5 ℃ ～ 2 7 ℃の 範囲内にあり ､ 1 年を通 じて ほ ぼ
一

定して い る ｡ また降

雨量 は年間 6 0 0 m m ～ 8 0 0 m m とな っ て い る ｡ 雨期は 4 月から 6 月 ､ 乾期は 1 1

月から 1 月と な っ て い る ｡

ー
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首都ロ メ の 気候

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 平均､ 合計

平均気温 26 .8 2 7 .5 2 7 . 9 2 7 .6 2 6 .9 2 5 . 6 2 4 . 6 2 4 . 6 2 5 .6 2 5 .8 2 6 .7 2 6 . 9 2 6 .4

降 水 量 17 3 7 8 0 1 0 4 1 5 3 2 0 2 5 5 1 6 4 8 1 5 3 2 1 6 8 9 2

(4) ズイオ川

下表は 1 9 5 1 年から 1 9 8 7 年まで の 3 7 年間の ズイオ川 の月別流量 で ある ｡ 流量 は

6 月か ら 1 0 月 にかけて多く ､
1 0 m 3 / s 以上 を示して い る ｡ ま た､

1 月から 3 月

まで の 3 ケ月間は 1 m 3 / s を下回っ て い る ｡

M o n th J a n F e b M a r A p r M a y J u n J u l A u g S e p O c t N o v D e c

Q ( m
3 / s) 0
.
6 9 2 0 .5 2 8 0 .9 1 2 1 .8 3 0 3 .1 9 0 1 2 .9 0 0 1 5 .9 0 0 1 1 ,8 0 0 1 1 .9 0 0 1 5 .0 0 0 1 .6 6 0 1 .2 6 0

(5) 計画地域 の 現況

本地 区は 同国南部の ズイ オ川流域に位置する平野部で ､ 1 9 6 5 年に中華人民共和国

の 技術援助 によ りズイ オ川流域の 潅漑整備計画が開始された｡ そして 1 9 7 2 年ま

で に水田整備 ､ 幹線用水路の 建設が行なわれ た｡ その 後､ 中華民国 ( 台湾) の 技

術援助 によ る頭首工 の 建設がズイオ川で行なわれ ､ 1 9 7 7 年 に完成 した｡

現在 ､ こ の 頭首工 から潅漑用水を幹線用水路を通 じ､
ミ ッ シ ョ ン ･ ト ー ベ 地区の

3 6 0 b a の 水田に導き､ 二期作潅漑を実施して い る ｡ 水田 3 6 0 b a で ､ 中国援助で

完成したも の は 2 0 0 h a ､ 地元サイ ドで実施 したも の が 16 0 b a で ある ｡

現況の 主な施設は下記の とおりであ る ｡

① 頭首工 ミ ッ シ ョ ン ･ ト ー ベ 潅漑地区から北側約 1 0 k m に位置

する コ ン クリ
ー

ト梨固定堰である ｡

② 幹線用水路 (1) : 頭首工 から下流 の 開水路まで 連結する コ ン ク リ
ー ト製

パ イ プライ ン で長さ約 1 . 6 k m

③

④

⑤

幹線用水路 (2)

支線用水路

排水路

: 総延長約 1 1 k m の コ ン クリ
ー

ト ･ ライ ニ ン グ水路

: 総延長約 10 k m

: 土水路

-
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これ ら の 施設で 二 次水路はリ ハ ビリ を必要と して おり ､ ま た上流で 取水過多と

な っ て い るな ど水管理体制も機能して い ない ｡

Ⅲ
･

3 計画の概要

本計画は潅漑施設の 整備と新規水田開発を行なうこ とに より ､ コ メ の 増産､ 雇用機会

の 創出を図り ､ 同国農業の 発展と地域の 活性化に寄与するも の である ｡

計画概要は以下 の とおりで ある ｡

(1) 圃場整備計画

計画地域はズイ オ川右岸地域を対象と し､ 既存潅漑地域 3 6 0 b a と新規潅漑地域

6 6 0 b a の 計 1 , 0 2 0 b a とする ｡

豊直選適塾埋 盤 垣

既存潅漑地域の 水田はほ とん どが 5 0 m 2 程度の 小規模水田からなり ､ また農道に

面 して い な い な ど農作業の 効率が悪 い ｡ したが っ て ､ こ れ らの 水田を圃場整備す

るこ とに よ り労働生産性を向上 させ る ｡ 水 田の 区画は 10 0 m X 3 0 m ( 0 . 3 b a) を

基本区画とする ｡

また ､ 潅漑施設で改修を要する もの は整備する ｡

塵温室監塾 魁 _ 垣

ミ ッ シ ョ ン ･ ト ー ベ 地区で は 潅漑可能地が 6 6 0 b a あり､
こ れらの 地域 を新規造

成する こ と によ っ て コ メ の 増産を図 る ｡

(2) 取水計画

計画地域から約 10 k m 北方に位置す る既存 の頭首工 から取水し ､ 自然流下 に より

潅漑地 区まで 導水する ｡ 頭首工上流で は土砂の 堆積が著しく､ ゲ
ー ト操作等 に支

障をきたして い る の で ､ 堆積土砂を除去す る ｡ また ､
ゲ ー

ト等施設の
一

部で 整備

を要す るも の を修復する ｡

(3) 幹線用水路計画

新規潅漑可能地 の 開発に よ っ て ､ 既存の 幹線用水路の 容量 は不足するの で ､ 新た

な幹線用水路を計画する ｡ あわせ て必要な分水工等を設置する ｡ 新規幹線用水路

の 諸元は 次の 通りで ある ｡

･ 3 7 -



･ 通水能力: Q = 約 0 .7 m 3 / s

● 水路形式: コ ン ク リ
ー トライ ニ ン グ

● 計画水路長: 約 1 5 k m

(4) 排水計画

必要に応じ排水路を設ける ｡ 水路形式は土水路とする ｡

(5) 機械化農業導入 の ため の 農業機械供与

機械化農業導入 の ため に以下 の農業械械が必要で ある ｡

乗用 トラク タ
ー

( 7 0 P S)

ト レ ー

ラ
ー

(乗用 トラク ダ
ー

牽引)

歩行トラク タ
ー

ト レ
ー

ラ
ー

( 歩行トラ ク ダ
ー

牽引)

コ ン バ イ ン ( 自走式)

精米機 ( 原動機含む)

1 0 台

1 0 台

3 0 台

3 0 台

1 0 台

5 台

Ⅲ
-

4 総合所見

(1) 技術的可能性

こ の 地域 は首都ロ メ を南側に ひかえた同国 の代表的な稲作地帯で ある ｡ 過去に 中

国や台湾よ る技術協力が行なわれ､

一

部の 地域 で は 潅漑稲作農業が行なわれて い

る ｡

当計画地域 は水 田に適した平坦地からなり ､ 地形条件は特 に問題 な い ｡ 年間降水

量 は 6 0 0 m m ～

8 0 0 m m 程度で あるが ､
ズイオ川 の 既存頭首工 から潅漑用水を得

る こ とがで きる ｡ ズイ オ川の 流量 は 1 月から 3 月まで の 月平均流量が 1 m 3 / s を

下回る もの の ､ 他の月 の 流量は今回の 潅漑計画に は十分な水量で ある ｡

(2) 社会経済的可能性

こ の 計画に よ っ て直接的に便益を受ける 人は ミ ッ シ ョ ン ･ ト ー ベ 地区の 農民であ

り ､
以下 の 便益を得る ｡

① 潅漑施設整備や 圃場整備に よ っ て コ メ の 増産が行なわれ ､ 農家所得が増大し､

生活水準が向上す る ｡

(む 農地 の 集団化 ･ 区画拡大によ っ て労働効率が向上 し､ 生 産コ ス トが低減する ｡

-
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また ､ 以下 の ような間接的便益を受ける

(∋ 国の コ メ の 需給に貢献する

ト ー ゴ 一

国は コ メ の 自国生 産量が 2 .6 万 t しかなく､ 5 万 t を輸入して い る

(1 9 9 6 年 コ メ需給 バ ラ ン ス) ｡ また ､ 人口 増加率は 3 % の 高い 水準 にあり ､

コ メ の 消費量も増加 しつ つ ある ことから ､ こ の ままで は将来 コ メ の 輸入量が

増加する ｡ ズイ オ川流域で の 開発計画はこ の 不足分に貢献する ｡

(参 地域内外の 農産加工 業の発展､ 地域経済の 活性化に寄与する

コ メ の 増産は地域内に新たな コ メ の 加工施設の 建設を誘発し､ ま た既存の 施

設の 操業率を高め る の に寄与す る ｡ また､ 水稲栽培面積 の増大に伴 い ､ 肥料､

農薬､ 農業機械等に対する需要が高まり ､ 地域経済を活性化させ る ｡

③ 同国の 今後 の開発 の モ デ ル ケ ー ス とな る

プロ ジ ェ ク トは労働生産性を背景とした圃場整備や農業機械の 導入 を考えて

おり､ 同国の 今後の 潅漑開発の モ デ ル ケ
ー

ス となる ｡

(3) 現地政府 ･ 住民の 対応

担当官庁である 農業畜産漁業省はもとより､ 計画省等他の 関連機関からも こ の 開

発計画に村して 強い 要望がある ｡ また､ ミ ッ シ ョ ン ･ ト
ー

ベ の
一

部の 地域 で は稲

作が既に行なわれて おり ､ 農民の 水田潅漑に関する技術は定着して い る ｡

したが っ て ､ 開発計画は農業畜産漁業省を 中心 とする強力なサ ポ
ー

トの 中で行な

われよ う｡

(4) 総合評価

以上 ､ 3 項目 の 観点か ら判断しても優れた協力プロ ジ ェ ク トであり､ 我が国から

同国に対する農業案件 プロ ジ ェ ク トが未だ に実施され て い ない こ とか ら考えて も､

優先度が高い プロ ジ ェ ク トと判断される ｡

今回の フ ォ ロ ー

ア ッ プ調査に よ り､ 本件は 1 9 9 9 年度案件として ､ 日本政府に要

請されたが採択されず､ 現在､ 2 0 0 0 年案件と して 再度日本政府に要請する こ とを

確認した｡

･
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モ ノ川流域潅漑整備計画プ ロ ジ ェ ク トサイ ト位置図

す ･

'
J

･

＼
.

･

7 帖 l リ ア 1

′ J -
く

ニ
ー

こ･

:7.
ニ 丁 い ､

‥
/
♪

ホ

ン

亡

7

〓
ン

;
.

.

:

.キ
二

シ

ェ

う

レ

オ

i
-

7

1

■

丁

ピ

サ

つ

っ
一

丁

-
一

ヘ

リ

丁

ー .
-
し ノ

. . ､
” j

⊥_ . _
/

.

ヘ

ナ

ン
一

一

ん

.
.

ノ

L
r

-

.コ
一

q

ノ

ー

T

'

_
.

こ フ ェ
ー /

へ ヽ

一{ ,
ノ
ー I

ナ イ ジ ェ リ ア

TI ′ 几
･

サ

ン

ト
′

舟

斗
一

ハ
ヽ

l
′

:

一

V e
･

l

シ
ー

い

■-
､

一
/
.

r

.

､

ヽ

-

＼
ノ

l
｢

＼

/
)

＼
1

-

-

.′
-

･ ニ ノ

/
′

′

′

㌔J ｡忘

T5巨Vj

㌢せ叩
卓
＼

- . ノ
1■

‾

∴

シ 1
ノ

ー ▲

∴･
′

ヂ ■ 一
【
､ ⊥ /

.i 蝉やゃ叫

りa 止 ･

･

二ゝ

卓二

F o 叩 b i

キだ
■

★

′
､

E 8
l

一
◆
∴

¶

づ
鵬

師
八
川

巾

巧
ん

iア
′1■_

I

ロ 凸q q 昼中仁
■

･ 一.
● イ :

一

二
}

l ､
一

･

H o 叩か

;三･

ご謹去こ或

丁
ノ

†J
･

†ch ` k pq ∴/
舶 血中丘･′

■
＼+

＋

Ab 仙 ひ

て一■‾l.

㌧
′

∵
.

+

･

1二

∃
I

一

.

4 1

/ .

･= 占屯如i

ロー

頭首 工予定地点

､

i
川 m et l ト川?”

柘ni K opdii

TA B〔1G B O

M 血色

◆F

A 即

■K℃

_
ニイニニ

と岩r 王訪ふ

潅漑地域

.〃二

峨
◆1

L
_

O K

?
S漸

設ポン プ場

M ヒ
‾

モ ノ川

aむo m `

Ag .b色tikd

J ●ニ

一石ニカーt Oit od

ご∫竿‡≡ふよ

.ヰ申申

＋(:

仙Ii 由山

. ◆て
S 帥0 ｡

A
q
o u`

合 口昏虚】

仁

氏H 【Lし【1 :5 00 0(】0

(t 帥 IeP r 由e nt e 5 k 叫

5 1 0 1 5 20 25

C O M〔



Ⅳ . モ ノ 川流域潅漑整備計画

Ⅳ ･ 1 計画の 背景

1 9 6 0 年の独立以来､ ト
ー ゴ 一

国の 農業は同国経済の 主 要産業で あり ､ 人口 約 4 1 3 万

人 ( 1 9 9 5 年) の うち約 7 0 % が農業に従事し､ G D P の 3 0 % 以上を生産して い る農業

国で あるが ､ 最近で は 米の 消費が増加傾向にあり ､ 高 い 人口 圧力 ､ 不安定な食糧生産

等で米の 自給達成が困難に な っ て い る ｡ こう した背景から同国製にと っ て 米を増産す

る ため の 新たな農業開発が 緊急課題 とな っ て い る ｡ 本地区は ト
ー ゴ 一

国の 首都ロ メ 市

から北東約 6 0 k m の 同国及び ペ ナ ン共和国の 国境地域の モ ノ 川流域に位置する平野部

で
､
1 9 7 5 年に朝鮮民主主義人民共和国の援助 によ っ て 8 0 0 b a の 潅漑計画の ため ポ ン

プ場及び幹線用水路が建設された｡ しかしながら ､ 既存潅漑施設の 老朽化及 び維持管

理不足 の ため ､
こ れら施設は ほ とん ど利用されず農民は天水 に頼 っ て い る ｡ したが っ

て
､ 本計画は 潅漑施設の 整備と 7 2 0 b a の 新規水田開発を行なう こ と によ り ､ 米の 増産､

雇用機会の創設を図り ､ 同国農業の 発展と地域 の 活性化を図 る こと は緊急の 課題で あ

る ｡

Ⅳ
･

2 計画地域 の概要

(1) 位 置

計画地域は ト
ー ゴ 一

国と ペ ナ ン国の 間を商流す るモ ノ川沿い 右岸側にあり ､
モ ノ

川河口から上流約3 0 k m の と こ ろ に位置す る ｡

計画地域 の 行政区 は マ リ テ ィ メ 県 ､ ア ゴ メ ･ グ ロ ゾ ウ地区に属す る ｡

(2) 地域 の 地形

ア ゴ メ ･ グ ロ ゾ ウ地区は モ ノ 川右岸の 標高 3 0 ～ 4 0 m の と こ ろ にあり ､
ほ ぼ平坦

地で ある ｡ 土地利用は農作地 ( トウ モ ロ コ シが主体) と未利用地からな る ｡

(3) モ ノ 川

モ ノ川 は河 口 から上流約 10 0 k m にわた っ て 隣国ペ ナ ン 国との 間で 国境河 川の 形

態を有して い る ｡ 河 口から 1 0 0 k m 以上は ト
ー ゴ 一

国内に位置 し､
上流 に は発電

用 ダム N a n g b e t o ダム があ る ｡ 河 川幅は 5 0 m
～ 7 0 m 程度あり ､ 河川流量も 1 0 0 m 3

/ s 以上 と推定され る ｡

･
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(4) 計画地域の 現況

本地区は 同国南部の モ ノ川流域 に位置する平野部で ､ 朝鮮民主主義人民共和国の

援助に よ っ て ポ ン プ場と幹線用 水路を主体と した港漑計画が行なわれ ､ 1 9 7 5 年に

完成した｡ 潅漑計画はフ ェ
ー ズ Ⅰ : 1 2 0 b a ､ フ ェ ー ズⅡ : 6 8 0 b a の 計 8 0 0 b a で

行なわれる予定であ っ たが ､ 最終的に は約 6 0 b a で実施され たにすぎない ｡ ま た､

ポ ン プ場は 5 台の ポ ン プ ( 口径 2 5 0 m m ) が設置されたが ､ 既 に 4 台は機能して

おらず､ 残り の 1 台も最近使われた形跡が な い ｡

したが っ て ､ 潅漑用水をモ ノ 川 から取水する こ とがで きず､
天水に頼 っ て い る状

況である ｡

総農家個数は 3 0 0 戸で あるが ､ 地域 の 問題は潅漑用水と農業機械が不足 して い る

こ とで ある ｡

Ⅳ - 3 計画の 概要

同国で は新規水田 7 20 b a の 開発と維持管理費 の面で有利な重力式潅漑を要望 して い

る ｡ したが っ て本計画は 潅漑施設の 整備と新規水 田開発を行なうこ とに より ､
コ メ の

増産､ 雇用機会の創出を図り､ 同国農業の 発展と地域の 活性化に寄与する こ とを目的

とす る ｡

計画概要は 以下 の とおりで ある ｡

( 1) 頭首工 計画

現在の ポ ン プ場の 上流約 1 5 k m の 地点に重力式取水 の ため の 頭首工 を計画する ｡

頭首工 は幅約 7 0 m の 固定堰とする ｡

(2) 圃場整備計画

ア ゴメ ･ グ ロ ゾウ地区で は潅漑可能地が 7 2 0 h a あり､
こ れら の 地域を新規造成

する こ と によ っ て コ メ の 増産を図 る ｡

(3) 幹線用水路計画

頭首工 から潅漑地域まで 幹線用水路を計画する ｡ 幹線用水路の 諸元 は下記の とお

りで ある ｡

t
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･ 通水能力 : Q = 約 0 .7 m 3 / s

● 水路形式 : コ ン クリ
ー トライ ニ ン グ

● 計画水路長: 約 2 0 k m

(4) 排水計画

必要に応 じ排水路を設ける ｡ 水路形式は土水路とする ｡

(5) 機械化農業導入 の ため の 農業機械供与

機械化農業導入 の ため に 以下の 農業機械を供与する ｡

乗用 トラ ク タ
ー

( 7 0 P S)

ト レ ー

ラ
ー

(乗用 トラク タ
ー

牽引)

歩行トラ ク タ
ー

ト レ ー

ラ
ー

( 歩行 トラク ダ
ー

牽引)

コ ン バ イ ン ( 自走式)

精米機 ( 原動機含む)

ム
ロ

台

台

ム
ロ

ム
ロ

台

8

8

5

5

8

5

2

2

Ⅳ ･ 4 総合所見

(1) 技術的可能性

当計画地域は水田に適した平坦地からなり ､ 地形条件は特 に問題 ない ｡ モ ノ 川 の

流量 は雨期の 7 月とは い え約 1 0 0 m 3 / s 流下 して おり ､ 水量 で は全く問題がな い ｡

また､ 頭首工計画地点 (取水位地点) から計画圃場まで の 標高差は約 1 0 m 以上 あ

り ､ 幹線用水路計画には 支障がない ｡

(2) 社会経済的可能性

こ の 計画に よ っ て直接的に便益を受ける人 は ア ゴメ
･ グ ロ ゾ ウ地区の 農民で あり ､

潅漑施設整備や 圃場整備計画によ っ て コ メ の 増産が行な われ､ 農家所得が増大し､

生活水準が向上す る ｡ ま た､ 同国の コ メ の 需給に 貢献し､ 地域内外の 農産加工業

の 発展､
地域経済の 活性化に寄与する ｡

しか し
､ 頭首工 の計画にあた っ て は ､ 隣国ペ ナ ン共和国との 協議が必要で ある ｡

･ 4 3
･



(3) 現地政府 ･ 住民の 対応

担当官庁である農業畜産漁業省は もとより､ 計画省等他の 関連機関からも こ の 開

発計画に 対して強 い 要望がある ｡ ま た､
一

部の 地域で は稲作が既に行なわれて お

り ､ 農民も水田潅漑に関する技術が定着して い る ｡

したが っ て ､ 開発計画は農業畜産漁業省を中心とす る強力なサポ
ー トの 中で 行な

われよう ｡

(4) 総合評価

以上 ､ 3 項目 の 観点から判断しても優れた協力 プロ ジ ェ ク トであり ､ 我が国から

同国に 対する農業案件プロ ジ ェ ク トが未だに実施されて い な い こ とから考えて も ､

優先度が高い プ ロ ジ ェ ク トと判断される ｡

今回の フ ォ ロ ー

ア ッ プ調査 によ り ､ 本件は 1 9 9 9 年度案件と して ､ 日本政府に要

請され たが採択されず ､ 現在 ､ 2 0 0 0 年案件として再度日本政府に要請する こ とを

確認した｡

･

4 4
･
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1) 調査団貞の 略歴

金津 昭治

〔職 歴〕

昭和 2 9 年

昭和 2 9 年

昭和 5 0 年

昭和 51 年

昭和 5 2 年

昭和 5 3 年

昭和 5 5 年

昭和 5 7 年

東京大学農学部農業工学科卒業

農林省入省 (農地局建設部設計課)

構造改善局計画 部地域計画官

東海農政局計画 部長

構造改善局施工企画調整室長

国際協力事業団農業開発協力部長

関東農政局建設部長

( 株) パシ フィ ッ ク コ ンサル タ ン ツ イ ンタ ー ナシ ョ ナル 入社.

取締役農水事業部長 ､ 取締役コ ンサル テ ィ ング事業本部副本部長 ､

第 二 事業本部副本部長 ､ 技師長室を経て ､ 農業開発部 ､

農学博士 (東京大学) ､ 技術士 ( 農業土木)

この 間に ､ 総理 府資源調査会専門委員 ､ 東京教育大学農学部講師 ､ 東京農業大学客員教授 ､

技術士本試験試験委員 ( 農業工 学) ､ ( 社) 農業土木学会理事 ･ 海外委員会委員長の ち関東

副支部長 ､ ( 財) 日本農業土木総合研 究所理事の ち監事 ､ (社) 農業教育研 究協会理事 ､ 全

国農業土木技術連盟 関東支部長 ､ A D C A 運営委員会委員などを務め る ｡

〔業務歴〕

昭和 4 2 ､ 5 6 年

昭和 5 7 ～ 5 8 年

昭和 5 9 ～ 6 0 年

昭和 6 0 ～ 6 1 年

昭和 6 1 ～ 6 3 年

昭和 6 3 ～ 平成元年

平成 2 ～ 3 年

平成 4 ､ 5 年

平成 6 ～ 7 年

平成 8 年

平成 8 ～ 9 年

平成 9 ､ 1 2 年

マ レ ー シ ア
､ ラ オ ス ､

ア フ ガ ニ ス タ ン
､
パ ラ グア イ ､ イ ン ドネ シ ア ､

ネ パ ー ル
､
タ ンザ ニ ア

､
フ ィ リ ピン に調査団長として参加

シ ュ ラ レオ
ー ネ国ロ ン ベ 沼地農業開発計画実施調査団長

ホ ン デ ュ ラ ス 国ア グア ン 川流域農業開発計画実施調査団長

チ リ国 マ ポ ー チ ョ 川流域農業開発計画実施調査団長

コ ロ ン ビア国キ ン デイ オ盆地農業総合開発計画実施調査団長

コ ロ ン ビア国アリ アリ川農業総合開発計画実施調査団長

ブ ー タ ン
､
エ ク ア ドル ､

コ ロ ン ビ ア
､
メ キ シ コ ､

ニ ジ ェ ー

ル
､
マ リ ､

ケ ニ ア
､
ウ ガ ン ダ､ タ ンザ ニ ア に事前調査団長と して参加

グ ア テ マ ラ国フテ ィア ブ県農牧業農村総合開発計画実施調査団長

ブ
ー

タ ン国ウ ォ ン デ イ フ ォ ドラ ン県地下水開発実施調査団長

イ ン ドネシ ア国ア ン ブ レラ協力計画策走調査団長

イ ン ド国タ ミル ナ ド川溜め 池改修計画調査団長

イ ン ド
､
パ キ ス タ ン

､
ブ ー タ ン

､
ア ル メ ニ ア

､
アゼ ル バ イ ジャ ン ､ グ

ル ジア
､
ウ ク ラ イナ ､

モ ル ド バ ､
バ ン グ ラ デ シ ュ ､ ギ ニ ア

､
ガ ン ビ ア

に事前調査団長として参加

資
-

1



2) 調査 日程および調 査員 の経歴

蝉

N

日 程 表 調査員名並 びに経歴

日数 年月 日 出発地 到着地 宿泊地 備 考 調 査員名 経 歴

1

平成1 2 年

7 月1 日 ( 土) 東京 パリ パリ 出国 (A F 2 7 5 1 2 :0 5 発 ､
1 7 : 1 0 着) 金津 昭治 別紙 のとおり

平成3 年3 月

2 7 月2 日 ( 日) パリ

ア ビジャ ン

コ トヌ ー

ア ビ ジャ ン

コ トヌ
ー

ボヒ コ ン

ア ビジャ ン A F 7 0 2 パリ1 3 :3 5 発 ､
ア ビジャ ン 1 8 :0 5 着 ( 総括 ･ 農業開発)

平田 達也

3 7 月3 日 ( 月) /J 団内打合せ ､ 資料収集

4 7 月4 日 ( 火) // 政情不安のためホテ ル にて待機

5 7 月5 日 ( 水) / J
J/ ( 市場開発) 早稲田大学

6 7 月6 日 ( 木) // // 7 / 5
/
､ 7 / 1 9 政治経済学部卒

7 7 月 7 日 ( 金) コトヌ ー

移動 ( R E 8 3 6 ア ビジャ ン 1 7: 5 0 発 ､
コトヌ

ー 2 0 :1 0 着) 同年4 月

8 7 月 8 日 ( 土) /J 資料収集 住友商事入 社

9 7 月 9 日 ( 日) /J //

1 0 7 月1 0 日 ( 月) ボヒ コ ン ペ ナ ン 国農業開発省打合せ

1 1 7 月1 1 日 ( 火) ボ ヒコ ン ダサ // 現地調査

1 2 7 月1 2 日 ( 水) ボ ヒコ ン

ポ
ー

トノボ

ロ メ

アビジャ ン

ポ ー

トノボ

ロ メ

アビジャ ン

パリ

ポ ー

トノボ J/

1 3 7 月1 3 日 ( 木) /J J/

1 4

1 5

7 月1 4 日 ( 金)

7 月1 5 日 ( 土)

ロ メ

/J

コ トヌ ー → ロ メ 陸路移動

ト ー ゴ 一

国計画開発 大臣に表敬 ､ そ の 後打合 せ

資料収集

1 6 7 月 1 6 日 ( 日) JJ 資料整理

1 7 7 月 1 7 日 ( 月) /J 現地調査

1 8 7 月1 8 日 ( 火) JJ //

1 9

1 9

2 0

7 月1 9 日 ( 水)

7 月2 0 日 ( 木)

ア ビジャ ン

//

ト
ー ゴ 一

国農業畜産漁業省に現地調査報告および打合せ

移動 ( R E l O 2 ロメ 1 9 :3 0 発 ､
ア ビジャ ン 2 0 : 3 5 着)

日本大使館 ､
J I C A に報告

2 1 7 月2 1 日 ( 金) 機中 帰国 ( A F 7 0 3 ア ビジャ ン 2 1 :4 5 発 ､
パリ 0 6 :0 5 着)

2 2

2 3

7 月2 2 日 ( 土)

7 月2 3 日 ( 日)

パリ 東京 ナナ A F 2 7 6 パリ発 1 3= 1 5

z 東京 ｡ 7 ‥5 ｡ 着

t-kanegae
長方形



3)面談者リスト

List of Persons Met During the Project Finding Survey

����庸�'��6��7@

在象牙海岸共和国日本国大使館(敬称略)

宏
　
郎
　
肇

賓
　
俊

村
　
田
　
川

中
　
坪
　
緑

国際協力事業団

金井　盛-

住友(商)アビジャン事務所田村徹

平田　達也

野村　牧子

DADIE Wodje V. J.

特命全権大使

一等書記官

三等書記官

コートジボワール事務所長

事務所長

事務所職員

事務所職員

事務所職員

Benin

Ministry of Foreiern Affairs

Mr. Houmgbedji Bienvenu, Assistant Chief, Service Cooperation Benin-Japan

Department

Ministry of Rural Develocment

Head Quarters

Mr. Manigui Abdoulaye Some, Director General, Programmation and Prospective

Mr. Toni Tossa Jer∂me, Director, Rural Engineering

Mr. KOdjo Assignon, Assistant Director, Coordination and Planning

CARDER ZOU

Dr. Degila Simon, Director General

Mr. Sossou Pamphile, Rural Engineer

Mr. Avoha Felicien, Agriculture Engineer

Mr. Akpo Somuel Dagnon, Agriculture Engineer

�"1C

中村實宏　坪田俊郎　緑川肇



Mr. Gbaguidi Cossi, Agriculture Engineer

Mr. Noukpo Marcel, Agriculture Engineer

Mr. Kotomale Hilaire, Agriculture Engineer

à" CARDERQUEME

Mr. Jiman Vicent Abiola, Director General

Mr. Foundohou A Michel, Agriculture Engineer

Mr. Addjo S, Siaka, Agriculture Engineer

Mr. Kodjo S, Siaka, Agriculture Engineer

Mr. Dossa Leopalo, Agriculture Technician

Togo

à" Ministry of planning and Development

Mr. Simfeitcheou Pre, Minister

Mr. Kossi Assimaidou, Director General, General Department of Planning and

Development

Mr. Ayite F. Tico d' Almeida, Chief Division of International Economic

à" Ministry of Agriculture. Livestock and Fisheries. Department of Regional

Agriculture. Livestock and Fisheries

Mr. Oscar Yawa Butu-Agadezukpo, Regional Director

Mr. Panou K Lucas, Prefectual Director

Mr. Kuagbeno Tidjo, Chief Division of Arrangement and Rural Equipment

Mr. Mensah Abele, Chief Division of Administration and Finances

Mr. Mensa Amematzron, Agriculture Engineer

Mr. Soussoukpo Ezi, Center of Rice
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4)収集リスト(引用参考文献を含む)

ペナン共和国関連

Elaborationd'un Plannational de Relarnce de La Filiere Riz.

Rapport Detinifit, volume 1.

FAO/Project TCPI Ben/5613仏)

October 1997

�"　Etude de Faisabilite Technico-Economique du Projet de Rehabilitation des Terres

Agricoles daus les Regions de Dangbo et D'Adjohoun

Rapportde Synthese, O.A. D.A/B. A. D. E. A

dun2000

Plan de Campagne Agricole 2000-2001

CARDER-Zou, Ministry of Rural Development

March 2000

Plan de Campagne 1999-2000

CARDER- Queme

Ministry of Rural Development

Feb. 1999

Project de Territoire de Glazoue

Le Decollague du "Pays du Marche Commun

●　ペナン共和国概要　　　　　外務省中近東アフリカ局　平成8年5月

●　ペナンの経済社会の現状　財団法人　国際協力推進協会

｡　ペナン　　　　　　　　　　任国情報, 1995年,国際協力事業団･国際協力総合研究所

トーゴ-共和国関連

Apercu de L Agriculture Togolaise a Travers Le Pre･Recensement

Diretion des Equetes et Statistiqes Agricoles

1997

Evolution du Secteur Vivirer

Au Togo, De 1972 A 1996 Ministy de L'Agricultir de L'Elevage et De La Pech.

November 1997

餐-5
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● Recensement National de L Agriculture 1996

M.A.E.P

Synthese Nationals des Retletions Sur La Reformulation du Projet Ntional

D'Appuiaux Services Agricoles (PNASA), M. A. E. P, Mai 2000

�"　Declaration de Politique de Development Agricole

FAO, January 1996

Pelaration de Politique Agricole 1993-1997

Ministry de Plaanet De L'Amenagement du Territoivre.

Ministry du Development Rural

Mars 1991

Strategic Regionale de Developpement Agricole, Region Maritime

M.A.E.P

Mars 2000

Rapport de Syntheses

M.A.E.P.

●　トーゴ-共和国概要

●　　トーゴ-

共　　通

外務省中近東アフリカ局　平成8年5月

財団法人　国際協力推進協会

●　世界各国要覧, 1998,二宮書店

West Africa David Else他　　Lonely Planet Publications, 1999.
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Project Title: The Master Plan Study on the Integrated Agricultural and Rural Development

for Dassa Region in The Republic of Benin.

Requesting Agency: Ministry of Rural Development, Benin

Proposed Source of Assistance: Government of Japan

Desirable Time of Commencement: As soon as possible

1. Background

1. 1 General

Lying between Nigeria and Togo, Benin measures roughly 700 km long and 120 km

across in the south, widening to about 300 km in the north.

In the south, there are two rainy seasons - April to mid-July and mid-September to the

end of October. The north has one rainy season from June to early October. Areas

in the Atakora region occasionally receive heavy rainfall. In the north temperatures

can reach 46 °C, while the coastal south is cooler, with temperatures ranging from 18

to 35 °C. Harmattan winds blow from Decemberto March. The hottest time of the
à"*T£*r\f 0o -Pfrvm \Ar*rr*V\ tr\ Turn*

year is from March to June

Agricultural is the major contributor to Benin's economy, and it contributed 34 % of

the GNP, and employs 75 % of the working population. With a growth rate of 5.8 %

per annum in Agriculture Sector (1995), there is a growing need to increase the

agricultural production especially in rural areas.

Over the last four decades, agriculture has made important strides in the country. It

has been able to meet the growing demand of the increasing population for their

essential need. The production of rice is 9,000 tonnes in 1996. However with the

increase of population, the Importation of rice is 50,000 tonnes in 1995.

Availability of adequate, timely and assured irrigation is critical determinant of

agricultural productivity.

Benin covers an area of 113,000 sq. km, with a population of about 5.6 million

(1995). The State's economy depends on agriculture for about 35 % of production,

64 % of exports and 75 % of employment. The state has extreme topographical and

à"7



climatological features. Study Area receive the medium rainfall from 900 mmto
1,200mm.

Overall agricultural production and productivity are low. The system is

characterized by high risk, low investment in small production units culminating in

low input use and thus giving rise to low production and marketed output and

livestock production systems are predominantly traditional, although a growing

numberof modern livestock are nowin operation.

The major enterprises are field crops comprising of groundnuts, cotton, coarse grains

(maize, millet and sorghum), rice and sesame; horticultural crops; livestock mainly

poultry, cattle and small ruminants. The water resources development is strongly

interlinked with these enterprises.

2. Present Conditions of Agriculture and Constraints for Development

2-1 General

Domestic rice production meets about 15 % of the national rice requirement. The

deficit is met through commercial imports and food aid.

Out of a total arable land area of 1,864,500 ha., almost 23 % of the cultivated area is

allocated to mais production in mainly upland fields under rain fed conditions. The

main staple crop, rice occupies an average of 10,000 ha. of lowland farms under

rain fed and improved technologies.

2-2 Prospects and Opportunities

Prospects exist for both public and private investment in improving production and

productivity, food security and increasing value-added for export trade through

optimum use of the comparative advantages in the various sub-sectors and products.

In the field crops sub-sector prospect for expansion of cultivated area and

improvement in productivity and value-added potential exist in coarse grain and rice

processing (handling and packaging), sesame and groundnut milling, cotton ginning,

groundnut briquette manufacturing and poultry feed production from maize, sorghum

and millet.

-8



2-3 Constraints and Strategies

Despite its primary role in the economy, agriculture's share in total employment and

most importantly its contribution to exports have been on the decline. This is due to

adverse climatic conditions, declining international primary commodity prices and,

inadequate domestic policy and institutional support services to the sector. The

medium-term challenges for the sector remain to be rural poverty reduction and

improved household food security through increased production and productivity.

The agriculture and natural resources sector production promotion policies and

programmes will continue to emphasize the provision of an enabling environment for

greater private sector participation, diversification of the production base, increasing

domestic savings, stemming rural-urban migration, sustaining a healthy environment

and containing natural resource degradation as well as the mainstreaming of women

in the development process. Key sector-wide constraints that will militate against

the realization of these sector policy objectives in the medium-term include:

i) limited credit access and facilities;

ii) inadequate water supply and availability of other essential inputs (seeds, agro-

chemicals). Opportunities for producers to invest in production enterprises are

low, faced with low productivity and crop yields;

iii) paucity of skilled manpower;

iv) inadequate infrastructure (transport, market, equipment, irrigation and

processing facilities);

v) use of low output, labour consuming land preparation and production systems;

vi) unsatisfactory land tenure system making productive land inaccessible to

potential additional users;

vii) the inherently low fertility/productivity of the land compounded by rapid

development of acid sulphate soils, bush fires and salt water intrusion in

swamps;

-9



viii) over-dependency on rain fed agriculture and the increasing unreliability of

rainfall amounts and distribution; and,

ix) the unprecedent high demographic growth rate of 5.8 % per annum (1995)

which has a negative impact on natural resources leading to deforestation, short

fallow periods and reducing rangeland sizes.

The Government will address these sector-wide constraints through a strategy of

public and private sector partnership. The private sector is expected to assume a

lead role in the provision of enterprise investment resources and entrepreneurial

managementto be facilitated by public sector catalytic roles. Consistent with the

public sector catalytic roles the Government will employ the following investment

strategy elements in the sector:

i) ensuring a copious flow of appropriate technology and the dissemination and

adoption of the same, through strengthened research and extension capacities;

ii) creating the necessary conducive environment through provision of appropriate

incentive regime, social and economic infrastructure and a legal framework that

affords sufficient protection to private ownership;

iii) facilitating the development of appropriate rural financial systems that address

the requirements of all categories of micro-entrepreneurs;

iv) developing the human resource base with a focus on creating the critical mass of

skills, technicians and professionals; and,

v) initiating and adopting appropriate institutional reforms that enhance broad-

based participation in the development process such as land reforms and equal

access to resources.

3. Required Technical and Financial Cooperation

Benin has embarked on a historic and difficult economic transformation and

agricultural reform. Japanese technical and financial cooperation can ensure that

this reform process is successful and contribute for increased agricultural production

in Benin. In particular, cooperation is urgently needed for the integrated agricultural

development in Benin for the following actions.
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(1) Formulation of a master plan for increasing the agricultural production in

CARDER ZOU and COLLINES.

(2) Construction and rehabilitation of irrigation & drainage facilities, flood control

facilities, conservation, rationalization of irrigation & drainage networks,

formation of Water Users Association.

(3) Preparation of suitable land use plan based on the land suitability

(4) Establishment of effective agricultural input supply and product marketing

system

(5) Modernization of agricultural supporting services such as seed industry,

agricultural processing and machinery maintenance.

(6) Design of efficient agricultural finance system benefiting private farmers.

(7) Promotion of environmental friendly agriculture methods

(8) Establishment agricultural statistical services and modernization of agricultural

education, research and extension services.

(9) Training of professionals in agricultural research, extension and administration.

4. Objectives

Based on the above background, the major objectives of the Study are defined as

follows:

(1) To conduct a Master Plan Study in CARDER ZOU and COLLINES to identify

the major problems and the respective projects which can tackle and mitigate

these problems for the sustainable integrated agricultural development (Phase I

Study)

(2) To divide and prioritize the projects according to the necessity of the project for

the development of the area and select the pilot project(s) which have higher

priority and feasibility to be implemented (Phase I Study)
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(3) To analyze the feasibility of the selected pilot projects identified through the

Master Plan (Phase II Study)

(4) To make technology transfer to the counterpart personnel and to the farmer

leaders of the Study Area through out the course of the Study

5. Proposed Study Area

The Study area shall cover CARDER ZOU and COLLINES with an area of approx.
10,000ha. The Study Areais shown in Fig. 1.

6. Scope of Study

The study shall comprise of two phases; i.e., Phase I and Phase II.

6.1 MasterPlan Study (PhaseI Study)

The Master Plan Study for the proposed Study Area will be conducted to study the

existing conditions and to identify suitable countermeasures and the projects which

can eliminate or lessen the major constraints which restrict the agricultural

development. The sustainable integrated agricultural development projects will be

formulated and the pilot projects will be selected for the next stage of the Feasibility

Study. For this purpose, the following works shall be carried out in association with

the related agencies.

(1) An extensive inventory survey shall be carried out throughout CARDER ZOU

and COLLINES to collect and review the data and information and to analyze

the existing conditions on the following major items:

1) Irrigation, Drainage, Flood Control, and their related facilities

(i) Existing condition of the irrigation canals, canal lining and drainage

network

(ii) Existing condition of flood control facilities

(iii) Water management and water users association
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2) Basic dataand information

Apart from the above data the following information shall be collected on

the following aspects of the Study Area.

(i) Natural conditions including topography, geology, meteorology,

hydrology, water quality etc.

(ii) Social conditions including population, social organizations,

education, land tenure, employment, socio-economy etc.

(iii) Agronomic conditions including soil, land use, farming practices and

cultivation techniques, crops and yields, extension, animal husbandry,

livestock protection etc.

(iv) Conditions of agriculture infrastructure facilities including irrigation

and drainage, flood control farm roads, agricultural processing

marketing facilities etc.

(v) Conditions of social infrastructure facilities including transportation,

domestic water supply, rural electrification, sanitation, social welfare

etc.

(vi) Agroeconomic conditions including production cost, farmer's

organizations, cost-benefit, socio-economy etc.

(vii) Environmental Aspects

(2) Review of existing development plans in the Study Area

(3) Analysis of the major constraints which restrict the development of the area

(4) Identification of suitable countermeasures and the projects to eliminate or lessen

these constraints

(5) Classification of areas according to the similarity of constraints for development

(6) Formulation of sustainable integrated agricultural development programs based

on the above data and information. The development programs will be

formulated considering the following aspects:
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1) Formulation of Basic Agricultural Development Plan including the land

use plan for Benin

2) Identification of area-wise priority projects which include various

components of the countermeasures which can solve or migrate the

constraints of development as mentioned below:

(i) Agricultural development and improvement including farming

techniques, agricultural extension, agricultural processing, marketing

and farming organizations

(ii) Restructuring and development of agricultural infrastructure facilities

with respect to water resources, on farm irrigation system, drainage

etc.

(iii) Development of social infrastructure facilities such as rural roads,

domestic water supply, sanitation, rural electrification etc.

(iv) Other necessary components of the projects pertaining to each

selected area

(7) These projects shall be prioritized according to their necessity and importance

and selection of pilot project(s) for the Phase (II) Study shall be made.

(8) Based on the necessity of the pilot project(s), detailed topographical and landuse

surveys shall be carried out in the selected areas and the maps shall be prepared.

6.2 Feasibility Study (Phase II Study)

Technical and economical feasibility of the selected pilot project(s) shall be carried

out covering the following aspects:

(1) Intensive surveys in the priority areas and collection of data and information

necessary for the feasibility study

1) Meteorological, hydrological and water quality survey

2) Soil, agronomical and land use survey

3) Survey of irrigation and drainage systems and on-farm irrigation and

drainage facilities
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4) Livestock survey

5) Survey of agricultural processing, and agro-industry

6) Survey of rural infrastructure including domestic water supply, sanitation,

rural electrification etc.

7) Marketing and social infrastructure survey

(2) When experimental facilities are required for collecting the necessary data and

information for these projects, construction and monitoring of the experimental

facilities shall be carried out. The experimental facilities shall cover the

following aspects:

* Experimental facilities to explore and analyze the possibility of using farm &

animal wastes and local energy for the rural development. The local energy

shall be used for integrated agricultural development activities including

water pumping, post harvest, agricultural processing, rural electrification etc.

(3) Analysis of data and information and formulation of a detailed concrete

development plan for each project selected in this Study

(4) To undertake a preliminary engineering design for the various facilities of the

project

(5) To prepare the cost-estimate for the selected project(s)

(6) To carry out the economic and financial analysis of the project(s)

(7) To evaluate the social and environmental impacts of the project(s)

(8) To prepare an optimum implementation program for each of these project(s)

(9) To establish a guideline for the water users association and irrigation

department regarding the operation, maintenance of the irrigation system and

the effective water managementpractices

(10) To propose planning mechanisms for developing a strategic plan for the

agriculture research system and the priority directions of the agrarian science

and the respective research programs according to those directions
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(ll) To propose cooperation linkages with farmers, farmers associations and

research institutes

6.3 Studyschedule

The study shall be carried into two phases; i.e. Phase I and Phase II. A tentative

Study Schedule is shown in Fig. 2.

6.3.1 Master Plan Study (Phase I Study)

The master plan study shall be carried out within a period of 8 months, i.e. field work

for 5 months in Benim and home office work for 3 months in Japan from the date of

commencement.

6.3.2 Feasibility Study (Phase II Study)

Following the master plan study, the feasibility study shall be carried out within a

period of 10 months, i.e. field work for 6 months in Benin and home office work for 4

months in Japan.

6.4 Reports

The following reports will be made by the Study Team and submitted to the

Government of Benin.

1) Inception Report

Twenty (20) copies at the commencement of the study

2) Progress Report (I)

Twenty (20) copies at the end of the field Work in Benin

3) InterimReport

Twenty (20) copies at the end of the Master Plan Study and the commencement

of Feasibility Study

4) Progress Report (II)

Twenty (20) copies at the end of the Phase II Study in Benin
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5) DraftFinalReport

Twenty (20) copies at the end of the Home Office Work of the Phase II Study in

Japan

6) FinalReport

Fifty (50) copies within 2 months after the receipt of comments from the

counterparts on the Draft Final Report

7. Estimated Project Requirements

7.1 Japanese Contribution

The government of Japan is kindly requested for the technical cooperation through

Japan International Cooperation Agency (JICA) including dispatching the Study

Team,supplying the equipment and other facilities mentioned below for the Study

and performing transfer of knowledge to the counterpart personnel of the Study.

7.1.1 Expertise for the Study

The expatriate experts required for the study will be as follows:

-TeamLeader

-Irrigation and drainage Engineer

- Meteorology and Hydrology Expert

Soil and Land Use Expert

-Agronomist

- Livestock Specialist

- Agricultural Processing/Marketing Expert

- Rural Development Planner

- Design and Cost Estimate expert

- Project Economy and Cost Estimate expert

Surveyor

- Environmental Expert

Total : 12 experts
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7.1.2 Equipment and Other Requirements

Three personal computers and programs for hydrological calculations

Local transport for the Study Team -3 Mini vans

Xerox machine for the Study purpose

Water Quality Checker for insitu measurement of the water quality

The above facilities shall be handed over to the Ministry of Agriculture of

Government of the Republic of Benin after the completion of the Study. It is

requested that the study Team shall bring all the necessary equipment, materials and

other consumable items required for the Study.

7.1.3 Counterparts Training in Japan

Counterparts training shall be carried in Japan for 1 to 2 month(s) period about the

Advanced Crop and Water Management Techniques & Agricultural Research System

inJapan.

7.2 Contribution from the government of Benin

In order to facilitate smooth implementation of the Study, the Government of Benin

shall take the following measures:

(1) To secure the safety of the studyteam

(2) To permit the members of the Study team to enter, leave and sojourn in the

Republic of Benin in connection with their assignment therein, and exempt

them from alien registration requirements and consular fees.

(3) To exempt the Study team from taxes, duties and any other charges on

equipment, machinery and other materials brought into and out of Benin for the

conduct of the Study.

(4) To exempt the Study team from income tax and charges of any kind imposed on

or in connection with any emoluments or allowances paid to the members of the

Study team for their services in connection with the implementation of the

study.
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(5) The following facilities and arrangements shall be provided to the Study Team

in cooperation with the relevant organizations:

Data and information for the Study

Office room(s) and materials

I.D. Cards for the members of the Study

(6) To assign full time counterpart personnel to the Study Team during their stay in

Gambia to play the following roles as the coordinator of the Study.

-To make appointments, and set up meetings with the authorities,

departments, and firms wherever the Study Team intend to visit.

-To attend the site survey with the Study Team and make arrangements for

the accommodation, getting permissions etc.

-To assist the Study Team for the collection of data and information.

(7) To make arrangements to allow the Study Team to bring all the necessary data

and information, maps and materials related to the Study.
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Project Title: The Feasibility Study on Agricultural Development Project for Queme River

Region

Requesting Agency: Ministry of Rural Development, Benin

Proposed Source of Assistance: Government of Japan

Desirable Time of Commencement: As soon as possible

1. Background

1. 1 General

Lying between Nigeria and Togo, Benin measures roughly 700 km long and 120 km

across in the south, widening to about 300 km in the north. Most of the coastal plain

is a sand bar that obstructs the seaward flow of several rivers. As a result, there are

lagoons a few kilometers inland all along the coast. The biggest lagoon is Lac

Nokoue's, which forms the northern city limits of Cotonou and the southern city limit

of Porto Novo, the country's nominal capital. Lac Nokoue's outlet to the sea passes

through Cotonou, dividing the city almost in half structed on stilts in this lagoon.

The country's major river, the Oueme, flows into Lac Nokoue.

In the south, there are two rainy seasons - April to mid-July and mid-September to the

end of October. The north has one rainy season from June to early October. Areas

in the Atakora region occasionally receive heavy rainfall. In the north temperatures

can reach 46 °C, while the coastal south is cooler, with temperatures ranging from 18

to 35 °C. Harmattan winds blow from December to March. The hottest time of the

year is from March to June.

Agricultural is the major contributor to Benin's economy, and it contributes 34 % of

the GNP, and employs 75 % of the working population. With a growth rate of5.8 %

per annum in Agriculture Sector (1995), there is a growing need to increase the

agricultural production especially in rural areas.

Over the last four decades, agriculture has made important strides in the country. It

has been able to meet the growing demand of the increasing population for their

essential need. The production of rice is 9,000 tonnes in 1996. However with the

increase of population, the Importation of rice is 50,000 tonnes in 1995.
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Availability of adequate, timely and assured irrigation is critical determinant of

agricultural productivity.

Benin covers an area of 113,000 sq. km, with a population of about 5.6 million

(1995). The State's economy depends on agriculture for about 35 % of production,

64 % of exports and 75 % of employment. The state has extreme topographical and

climatological features. Study Area in the coastal belt receive the medium rainfall
about 1,500 mm.

Over the years, the canals have lost its regime section, siltation have taken place and

there is a good lot of weeds growth in the canal. Lack of drainage facilities, and

flood control facilities are much problems.

The renovation and modernization of irrigation and drainage and their channels is

very much necessary to improve the canal system and to conserve water to improve

the efficiency of water management which results in improvement in yield of

agricultural production.

1.2 Principal Challenges

Despite of an important agricultural potential and the positive evolutions of the last

years, Benin is still an import country of staple foods. That is why the issue offood

security for the populations in Benin is made as the first challenge and, at the same

time, the first object in the agricultural policy of the Government.

The challenge of food security in the Republic of Benin stays with the reduction and

the gradual elimination of rice importation. For a rice-consumption stabilized

around 12 kg/inhabitant/year, the stop of rice importation would be necessary in the

near future. This challenge consists also of the improvement of the whole including

food crops, animal products, marine products in order to contribute to improve the

situation of food and nutrition of the country.

1.3 Principal Constraints in the Development of Sub-sector of Agriculture

The constrains are found numerous and different, being made in 3 categories

(physical, human and financing categories).
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Physical constraints

-Weakness in rural infrastructures (irrigation and drainage works, flood control

works rural roads and wells)

-Deep degradation of natural resources (soil, water and forests)

-Weakintensification of agricultural exploitations due to the small scale of these

exploitations and the insufficient utilization of modern agricultural inputs (farm

machinery, improved/selected seeds, fertilizers, pesticides)

-Absence of coordination politics to support the private sector of modern

agriculture

Humanconstraints

-Absence of policy for management of human resources (training, recruitment,

description of works, sanction, promotion)
-Insufficiency of services and absence of functioning means

-Weakparticipation of beneficiary populations in identification, in implementation

and in valorization of development activities

Financial constraints

-Insufficient budget for operational expenses in comparing to the budget of

investments

-Budgetary allocation could not sufficiently privilege the basic initiatives, the poor

populations and the unfavorable zones.

-Difficulties to access to credit, high cost of credit and insufficient coverage

(geographical and loan types) for basic population needs

The Sub-sector of Agriculture: the principal constraints are as follows.

(1) In technical and cropping plan: the reconstitution of soil fertility by non-

cropping period which could not exceed 2 - 3 times of cropping but inquires the

cropping intensification, the weakness of rural infrastructures, the too small

farm size for agricultural exploitation: 1.6 ha in average, the persistence of

inappropriate techniques of production.
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(2) In institutional plan: the absence of dynamic policy for management of human

resources, the inferior system of services, the insufficient allocation of financial

resources,

(3) In financial plan: the difficulty in money saving mobilization, the inadaptation

of credit system by middlemen, the difficulty to access to credit, the high

interests,

(4) In structural plan: the absence of a dynamic private sector, an insufficient

development of professional organizations and supporting structures, a weak

participation of beneficiaries to development activities, a lack of organization

for distribution and marketing networks.

The sub-sector of husbandry: the principal constraints in the subsector of husbandry

which are found in the upper part as well as the lower part of the production line are

as follows:

(1) The insufficient studies on the zootechnical parameters, the production and

exploitation of animal herds

(2) The insufficient coordination in works for research and for diffusion of results

(3) The low productivity of local varieties and races

(4) The insufficient feeds for animals in certain zones

2. Obj ectives

Based on the above background, the major objectives of the Study are defined as

follows:

(1) To conduct a Master Plan Study in Queme River Area to identify the major

problems and the respective projects which can tackle and mitigate these

problems for the sustainable integrated agricultural and rural development

(Phase I Study).

(2) To divide and prioritize the projects according to the necessity of the project for

the development of the area and select the pilot project(s) which have higher

priority and feasibility to be implemented (Phase I Study).
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(3) To analyze the feasibility of the selected pilot projects identified through the

Master Plan (Phase II Study).

(4) To prepare the implementation programs for these pilot project(s) (Phase II

Study).

(5) To make technology transfer to the counterpart personnel and to the farmer

leaders of the Study Area through out the course of the Study.

3. Proposed Study Area

The Study Area shall cover Queme River Region of 60,000 ha.

4. Scope of the Study

The Study shall comprise of two phases; i.e., Phase I and Phase II.

4. 1 Phase-I Study

In the Phase-I study, an extensive study will be carried out in the Study Area to

formulate a basic development plan of the region. The phase I study will include

collection of existing data and reports, field survey and formulation of development

plan. The scope of the Phase-I Study is discussed in detail as shown below:

The Phase-I Study for the proposed Study Area will be conducted to study the

existing conditions of the Study Area and to identify suitable countermeasures and the

projects which can eliminate or lessen the major constraints which restrict the

development of the Study Area. The sustainable integrated agricultural

development projects will be formulated and the pilot project(s) such as development

of new reservoirs and irrigation systems will be selected for the next stage of the

Feasibility Study. For this purpose, the following works shall be carried out in

association and cooperation with the related government organizations.

(1) Collection and review of existing data and reports.

All the existing technical data and information in the Study area such as

previous project reports, design of existing irrigation systems, on-going

programs, topographic maps etc. shall be collected and reviewed in detail.
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(2) An extensive inventory survey shall be carried out in all the areas through out

the Study Area of to collect and review the data and information and to analyze

the existing conditions on the following major items:

1) Irrigation and its related facilities

1. Existing conditions of regulators, and major structures

2. Conditions of Irrigation canals and canal lining

3. Existing conditions of culverts, bridges and aqueducts

4. Water management and water users association

2) Basic dataand information

Apart from the above data the following information shall be collected on

the following aspects of the Study Area

1. Natural conditions including topography, geology, meteorology,

hydrology, water quality etc.

2. Social conditions including population, social organizations,

education, land tenure, employment, socio-economy etc.

3. Agronomic conditions including soil, land use, soil erosion, soil

salinity, farming practices and cultivation techniques, crops and

yields, extension, animal husbandry, livestock protection etc.

4. Conditions of agriculture infrastructure facilities including irrigation

and drainage, flood control, farm roads, agricultural processing,

marketing facilities etc.

5. Conditions of social infrastructure facilities including transportation,

domestic water supply, rural electrification, sanitation, social welfare

etc.

6. Agroeconomic conditions including production cost, farmer's

organizations, cost-benefit, socio-economy etc.

7. Environmental aspects

(3) Review of existing development plans in the Study Area

(4) Analysis of the major constraints which restrict the development of the area
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(5) Identification of suitable countermeasures and the projects to eliminate or lessen

these constraints

(6) Classification of areas according to the similarity of constraints for development

(7) Formulation of sustainable integrated agricultural and rural development

programs based on the above data and information. The development

programs will be formulated considering the following aspects:

1) Formulation of Basic Development Plan for QuemeRiver Region

2) Identification of Area-wise priority projects which include various

components of the countermeasures which can solve or mitigate the

constraints of development as mentioned below:

1. Agricultural development and improvement including farming

techniques, agricultural extension, agricultural processing, marketing,

and farming organizations

2. Restructuring and development of agricultural infrastructure facilities

with respect to water resources, on-farm irrigation system, drainage

system, flood control and land reclamation etc.
3. Development of social infrastructure facilities such as rural roads,

domestic water supply, sanitation, rural electrification etc.

4. Other necessary components of the projects pertaining to each

selected area

(8) These projects shall be prioritized according to their necessity and importance

and selection of pilot project(s) for the Phase (II) Study shall be made.

(9) Based on the necessity of the pilot project(s), detailed topographical and landuse

surveys shall be carried out in the selected areas and the maps shall be prepared.

4.2 PhaseIIStudy

Technical and economical feasibility of the selected pilot project(s) shall be carried

out covering the following aspects:
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(1) Intensive surveys in the priority areas and collection of data and information

necessary for the feasibility study

1) Detailed hydrological, and soil investigations in the sites of new reservoir

2) Topographical survey in the proposed reservoir area

3) Agronomical and land use survey

4) Meteorological and water quality survey

5) Survey of irrigation, drainage systems flood control systems and on-farm

irrigation and drainage facilities

6) Livestocksurvey

7) Survey of agricultural processing, and agro-industry

8) Survey of rural infrastructure including domestic water supply, sanitation,

rural electrification etc.

9) Marketing and social infrastructure survey

(2) Analysis of data and information and formulation of a detailed concrete

development plan for each project selected in this Study

(3) Study of flow in the streams and reservoirs to meet the demand of irrigation

water requirement and water supply in the area

(4) Study of watershed conditions, rainfall, run off, rainfall and flood periods

together with damages caused, if any.

(5) To undertake feasibility level engineering design and quantity calculations for

the various facilities of the project such as reservoir, irrigation and drainage

systems, access roads etc.

(6) To study the institutional and sociological conditions of the project areas such

as the farmers organizations, credit etc. and to suggest appropriate measures to

strengthen them when necessary.

(7) To prepare the cost-estimate for the selected project(s) as well the cost of

operation and maintenance of the project

(8) To carry out the economic and financial analysis of the project(s)
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(9) To evaluate the social and environmental impacts of the project(s)

( 10) To prepare an optimum implementation program for each of these project(s)

(ll) To establish a guideline for the water users association and irrigation

department regarding the operation, maintenance of the irrigation system and

the effective water management practices.

4.3 StudySchedule

The Study shall be carried into two phases; i.e. Phase I and Phase II. A tentative

Study Schedule is shown in Fig 1-2.

4.4 Reports

The following reports will be made by the Study Team and submitted to the

Governmentof Benin.

1) InceptionReport

Twenty (20) copies at the commencementof the Study

2) Progress Report (I)

Twenty (20) copies a the end of the Field Work in Benin

3) InterimReport

Twenty (20) copies at the end of the Master Plan Study and the commencement

of Feasibility Study

4) Progress Report (II)

Twenty (20) copies at the end of the Field Work of the Phase II Study in Benin

5) Draft Final Report

Twenty (20) copies at the end of the Home Office Work of the Phase II Study in

Japan
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6) FinalReport

Fifty (50) copies within 2 months after the receipt of comments from the

counterparts on the Draft Final Report

5. Estimated Project Requirements

5.1 Japanese Contribution

The Government of Japan is kindly requested for the technical cooperation through

Japan International Cooperation Agency (JICA) including dispatching the Study

Team, supplying the equipment and other facilities mentioned below for the Study

and performing transfer of knowledge to the counterpart personnel of the Study.

5.1.1 Expertise for the Study

The expatriate experts required for the Study will be as follows:

-TeamLeader

-Irrigation and Drainage Engineer

-Civil Engineers (Dam Engineer)

-Meteorology and Hydrology Expert

-Soil andLand Use Expert

-Geologist

-Agronomist

-Livestock Specialist

-Design and Cost Estimate Expert

-Project Economy and Project Evaluation Expert

-Surveyor

-Environmental Experts

Total: 12experts

5.1.2 Equipment and Other Requirements

Three personal computers and programs for hydrological calculations

Local transport for the Study Team - 3 Mini vans

Xerox machine for the Study purpose

Water Quality Checker for insitu measurement of the water quality
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The above facilities shall be handed over to the Irrigation Department of Government

of Karnataka after the completion of the Study. It is requested that the Study Team

shall being all the necessary equipment, materials, and other consumable items

required for the Study.

5.1.3 Counterparts Training in Japan

Counterparts training shall be carried in Japan for 1 month period about the Advanced

Irrigation, Drainage and Water Management Techniques in Japan.

5.2 Contribution from the Government of Benin

In order to facilitate smooth implementation of the Study, the Government of Benin

shall take the following measures:

(1) The following facilities and arrangements shall be provided to the Study Team

in cooperation with the relevant organizations:

-Data and information for the Study

-Office room(s) and materials

-I.D. Cards for the membersof the Study

(2) To assign full time counterpart personnel to the Study Team during their stay in

Benin to play the following roles as the coordinator of the Study.

-To make appointments, and set up meetings with the authorities,

departments, and firms wherever the Study Team intend to visit.

-To attend the site survey with the Study Team and make arrangements for

the accommodation, getting permissions etc.

-Toassist the Study Team for the collection of data and information

(3) To make arrangements to allow the Study Team to bring all the necessary data

and information, maps and materials related to the Study.
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Fig 2-1 Study Area
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